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第Ⅱ編 東京の中小製造業の経営実態 

（アンケート結果） 
 

第Ⅱ編では、都内中小製造業10,000企業を対象に実施した「東京の中小企業の現状に関する調査」

の結果から、都内中小製造業の経営実態を明らかにする。 

 

【第Ⅱ編のポイント】 

第１章 企業の概要 

・回答企業の業種は、「紙・印刷」（19.6％）が最も高く、「材料・部品［金属］」(18.8％)、「一般・精密機

械」（14.4％）の順。 

・地域は、「城東周辺」（江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）（25.4％）が最も高く、「城東都心近接」（台

東区、墨田区、荒川区）（16.3％）、「多摩」（多摩地域の市町村）（16.1％）の順。 

・従業者規模は、「１～３人」（44.9％）が最も高い。 

・従業者の平均年齢は、「50歳代」（33.4％）が最も高い。 

・代表者の年齢は、「70歳以上」（32.9％）が最も高い。 

・創業時期は、「1961～1970年」（20.4％）が最も高い。 

・企業形態は、「法人」（82.1％）が８割を超える。法人の資本金は、「１～２千万円未満」（37.6％）が最 

も高い。 

・業務範囲に含まれるもの（複数回答）は、「製造・組立・加工（印刷を含む）」（97.6％）が最も高く、「営 

業・販売」（37.6％）、「試作加工」（32.3％）の順。 

・最大の収益源となっている業務は、「製造・組立・加工（印刷を含む）」（78.8％）が最も高い。 

・直近３年間の業務展開の最も大きな変化は、「変化はない」（83.7％）が最も高く、「現状の業務の周 

辺分野へ展開」（8.1％）、「製造業に加え、他業種（流通産業・サービス業等）に進出」（2.0％）の順。 

・工場等の所在地（事業所・営業所を含む）は、「都内のみ」（77.8％）が最も高い。 

・親会社の有無は、「親会社はない」（90.2％）が９割を超える。 

・現在の経営者の続柄・出身は、「創業者親族出身（二代目以降）」（62.7％）が最も高い。 

・今後の事業継続の意向は、「事業を続けたい」（48.9％）が最も高く、「わからない・まだ決めていな 

い」（30.3％）、「廃業の予定」（19.0％）の順。 

・事業承継の希望・方針は、「まだ決めていない」（43.4％）が最も高い。 

・現実の後継者の状況は、「決まっている」（42.4％）が最も高い。 

・事業承継上の課題（複数回答）は、「業界の将来性への不安」（35.9％）が最も高い。 

・廃業の予定の主な理由は、「経営者の高年齢化」（33.5％）が最も高い。 

・都内立地のメリット（利点）（複数回答）は、「得意先（中小企業）に近い」（50.5％）が最も高い。 

・都内の事業用地についての移転・拡張の予定は、「移転・拡張の予定はない」（82.5％）が最も高い。 

・都内の事業用土地・建物における問題点（複数回答）は、「施設の老朽化」（39.6％）が最も高い。 

 

第２章 経営成果（業績）とその動向 

・直近決算での年間売上高は、「３千万～１億円未満」（23.1％）が最も高い。 
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・３年前と比較した年間売上高の変化は、『増加』が２割を超え、『減少』は４割を超える。 

・直近決算の売上高経常利益率は、『黒字（プラス）』が５割を超え、「赤字（マイナス）」は４割程度。 

・３年前と比較した経常損益の変化は、『増益』が２割を超え、『減益』は４割程度。 

・取引先（顧客）の件数は、「４件以下」（20.5％）が最も高い。 

・主要取引先（顧客）の所在地（複数回答）は、「東京23区」（78.5％）が最も高い。 

・年間売上高第１位の取引先（顧客）の属性は、「中小・零細メーカー」（28.9％）が最も高い。 

・年間売上高第１位の取引先（顧客）への売上依存度は、「20～40％未満」（27.0％）が最も高い。

また、３年前における売上依存度は、「20～40％未満」（25.6％）が最も高い。 

・年間売上高第１位の取引先（顧客）との価格決定に関する関係は、「主として自企業が決める」

（42.4％）が最も高い。納期決定に関する関係は、「主として取引先（顧客）が決める」（49.1％）が最

も高い。 

・取引において強みと感じていること（複数回答）は、「取引先（顧客）との信頼関係」（68.1％）が最も

高い。 

・系列取引の状況は、「系列取引はない」（82.4％）が最も高く、「系列取引をしている」（12.2％）の順。 

・年間売上高に占める系列取引の割合は、「80％以上」（24.7％）が最も高い。 

・３年前と比較した系列取引による年間売上高の変化は、『増加』が１割を超え、『減少』は３割を超える。 

 

第３章 競争力強化への取組 

・経営において重視している事項（複数回答）は、「持続的経営」（63.1％）が最も高い。 

・今後の事業展開の方向性は、「現在の業務を維持していきたい」（56.7％）が最も高い。 

・進出したい新事業分野（複数回答）は、「医療・福祉・介護関連」（35.3％）が最も高い。 

・競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「取引先（顧客）との信頼関係の構築」 

（55.2％）が最も高い。 

・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組は、「関心はあるが、取り組む時間的・金銭的余裕がない」 

（38.9％）が最も高い。 

・自社開発製品の保有・開発状況は、「開発していない」（60.7％）が最も高く、「保有している」 

（23.6％）、「開発したいができない」（4.3％）の順。 

・自社開発製品の最新の開発状況（着手時期）は、「10年以上」（33.3％）が最も高い。 

・当初の計画と比較した自社開発製品の販売状況は、「ほぼ計画通り」（41.8％）が最も高い。 

・自社開発製品の開発取組の効果（複数回答）は、「売上の増加」（47.6％）が最も高い。 

・既存自社開発製品の大幅な改良状況は、「改良していない」（37.7％）が最も高く、「改良した」 

（27.4％）、「現在改良中」（25.3％）の順。 

・既存自社開発製品の最新の改良状況（着手時期）は、「１年以上～３年未満」（48.6％）が最も高い。 

・当初の計画と比較した改良製品の販売状況は「ほぼ計画通り」（53.4％）が最も高い。 

・既存自社開発製品の改良取組の効果（複数回答）は、「売上の増加」（41.1％）が最も高い。 

・製品（部品等を含む）・技術とあわせて提供しているサービス（複数回答）は、「顧客の状況に応じた 

調整（カスタマイズ）」（30.4％）が最も高い。 

・出願・保有している知的財産権（複数回答）は、「特許権」（7.7％）が最も高い。 
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・知的財産権を保有しているメリット（利点）（複数回答）は、「技術の模倣を防止できる」（50.7％）が

最も高い。 

・生産の効率化・合理化に向けた取組（複数回答）は、「生産設備の導入・更新」（30.2％）が最も高い。 

・生産設備の導入・更新の目的（複数回答）は、「生産能力の維持更新」（58.8％）が最も高い。 

・生産設備の導入・更新のタイミング（複数回答）は、「自企業の業績が良くなったとき」（50.6％）が最 

も高い。 

・生産の効率化・合理化に取り組まない理由（複数回答）は、「必要性を感じていない」（45.9％）が最 

も高く、「受注が見込めない」（20.4％）、「資金が不足」（16.7％）の順。 

・パソコン・ＩＴ技術を活用した取組（複数回答）は、「財務会計管理、原価管理」（50.3％）が最も高い。 

・パソコン・ＩＴ技術の活用における課題（複数回答）は、「ＩＴ人材が不足している」（19.8％）が最も高

い。 

・パソコン・ＩＴ技術の今後の活用意向は、「現状維持」（29.1％）が最も高く、「促進させたい」

（27.7％）、「周囲の状況を見て判断する」（12.5％）の順。 

・自企業の人材に充実させたい能力（複数回答）は、「品質管理・検査の知識・技能」（25.9％）が最も

高い。 

・人材育成上の問題点（複数回答）は、「時間がとれない」（21.1％）が最も高い。 

・熟練技能者の退職（技能継承の問題）への今後の対応（複数回答）は、「若手へ技能継承」（30.8％）

が最も高い。 

・技能継承問題の解決の見通しは、「概ね解決できる」（43.6％）が最も高い。 
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第１章  企業の概要 

第１節 回答企業の概要 

１ 調査概要 

都内製造業 10,000 企業を対象として、2024年７月～８月にアンケートを実施した（調査票は巻末資料参

照）。対象の 10,000企業は、総務省「事業所母集団データベース」（令和４年次フレーム）から抽出している。 

 有効配布数は 8,569票、有効回収数は 2,590票、有効回収率は 30.2％である。 

 

２ 業種 

本調査では、日本標準産業分類の大分類「Ｅ 製造業」から対象企業を無作為抽出した。調査対象業種と業

種ごとの回答割合及び本報告書で用いる分類は図表Ⅱ-１-１に記載したとおりである。 

回答企業を業種区分別にみると、「紙・印刷」（19.6％）が最も高く、「材料・部品［金属］」(18.8％)、「一

般・精密機械」（14.4％）、「材料・部品［非金属］」（12.7％）、「電機・電子」（9.4％）の順で続く。 

 

 

図表Ⅱ-１-１ 調査対象業種、回答割合と分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大分類 中分類 調査票での分類
回答割合
（％）

回答割合
（％）

 09　食料品製造業   1　食料品 4.1

 10　飲料・たばこ・飼料製造業   2　飲料・たばこ・飼料 0.4

 11　繊維工業   3　繊維工業（衣服を含む） 7.0

 20　なめし革・同製品・毛皮製造業  12　なめし革・同製品・毛皮 1.8

 12　木材・木製品製造業（家具を除く）   4　木材・木製品（家具を除く） 1.6

 13　家具・装備品製造業   5　家具・装備品（建具を含む） 3.0

 14　パルプ・紙・紙加工品製造業   6　パルプ・紙・紙加工品 2.8

 15　印刷・同関連業   7　印刷・同関連 16.8

 16　化学工業   8　化学工業 2.0

 17　石油製品・石炭製品製造業   9　石油製品・石炭製品 0.2

 18　プラスチック製品製造業（別掲を除く）  10　プラスチック製品 5.9

 19　ゴム製品製造業  11　ゴム製品 2.4

 21　窯業・土石製品製造業  13　窯業・土石製品（ガラスを含む） 2.1

 22　鉄鋼業  14　鉄鋼 1.3

 23　非鉄金属製造業  15　非鉄金属 1.9

 24　金属製品製造業  16　金属製品 15.6

 25　はん用機械器具製造業

 26　生産用機械器具製造業

 27　業務用機械器具製造業

 31　輸送用機械器具製造業  21　輸送用機械器具 2.8

 28　電子部品・デバイス・電子回路製造業  18　電子部品・デバイス・電子回路 3.3

 29　電気機械器具製造業  19　電気機械器具 4.8

 30　情報通信機械器具製造業  20　情報通信機械器具 1.3

 32　その他の製造業 9.4  22　その他の製造業 6.9 6.9

 格付不能 0.0  無回答 0.3 0.3

100.0 計 100.0 100.0計 計

17.2

 17　一般機械器具
　　（はん用・生産用・業務用機械）

11.5

機
械
器
具

 一般・精密機械

18.0  紙・印刷 19.6

 その他

 無回答

8.3  電機・電子 9.4

12.1 材
料
・
部
品

 材料・部品［非金属］ 12.7

14.9  材料・部品［金属］ 18.8

日本標準産業分類
母集団
割合

（％）

業種区分と回答割合
（今回調査(全体)）

本報告書での分類

Ｅ
　
製
造
業

5.3

生
活
関
連

 食品・飲料 4.5

10.8  衣料・身の回り品 8.8

4.0  住宅・建物 4.6

14.4
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図表Ⅱ-１-２ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域 

立地する地域は、「城東周辺」（江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）（25.4％）が最も高く、「城東都心近接」

（台東区、墨田区、荒川区）（16.3％）、「多摩」（多摩地域の市町村）（16.1％）、「城南」（品川区、目黒区、大

田区）（14.4％）の順で続く。 

業種別にみると、衣料・身の回り品は「城東都心近接」（29.7％）が約３割である。他の業種に比べて紙・

印刷は「都心」（10.7％）、「副都心」（15.2％）、「城北」（9.7％）が高い。材料・部品[金属]は「城東周辺」（34.5％）

が３割を超える。一般・精密機械は「城南」（27.4％）が３割程度である。 

 

図表Ⅱ-１-３ 地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都心 副都心
城東都心

近接
城東
周辺

城西 城南 城北 多摩 無回答
　　　　 　n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

業
種
別

6.3

6.8

9.5

7.0

1.7

10.7

8.8

2.5

3.0

4.9

8.3

7.2

6.6

7.8

10.5

2.5

15.2

4.9

2.1

3.8

8.6

6.7

16.3

16.6

8.6

29.7

16.1

20.3

19.8

14.8

9.9

4.1

20.6

25.4

24.2

20.7

33.2

31.4

20.5

29.3

34.5

21.5

10.7

25.0

6.4

6.1

10.3

6.1

9.3

7.9

4.3

3.7

5.9

7.8

9.4

14.4

15.2

14.7

3.5

8.5

3.9

12.8

19.9

27.4

22.1

10.0

7.2

7.0

8.6

5.2

5.1

9.7

5.2

7.4

8.3

3.7

8.9

16.1

17.5

19.8

4.8

25.4

10.8

14.0

14.4

19.6

36.9

10.0

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

1.0

0.9

0.8

0.5

1.2

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

 食品･
飲料

衣料･
身の回り品

 住宅･
建物

紙･印刷
材料･部品
[非金属]

材料･部品
[金属]

一般･
精密機械

 電機･
電子

その他 無回答
　 　 n

2,590

2,527

4.5

3.1

8.8

8.9

4.6

4.8

19.6

19.9

12.7

10.3

18.8

21.4

14.4

16.8

9.4

7.4

6.9

6.7

0.3

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

生活関連 材料･部品 機械器具
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４ 従業者規模 

従業者規模は、「１～３人」（44.9％）が最も高く、「４～９人」（28.9％）、「10～20人」（11.8％）の順で続

く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「10～20人」（21.6％）、「21～50人」（14.7％）、「100人以

上」（6.9％）が高い。住宅・建物は「１～３人」（65.3％）が６割を超える。 

地域別にみると、都心は『21 人以上』（33.3％）が３割を超える。他の地域に比べて副都心は「４～９人」

（34.8％）が高く、城東都心近接は「１～３人」（52.6％）が高い。 

 

図表Ⅱ-１-４ 従業者規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1～3人 4～9人 10～20人 21～50人 51～99人 100人以上 無回答
n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

162

187

422

657

167

372

187

417

業
種
別

地
域
別

44.9

45.7

24.1

58.1

65.3

47.7

36.0

49.5

41.1

33.6

47.8

23.5

38.5

52.6

51.3

49.1

40.3

43.9

41.5

28.9

26.7

27.6

26.6

26.3

30.2

29.3

30.4

30.6

24.6

27.2

30.2

34.8

27.7

29.5

22.8

30.6

29.9

26.9

11.8

11.6

21.6

9.2

5.1

11.8

11.3

9.9

12.1

16.4

12.8

13.0

13.4

9.7

9.6

12.6

14.2

10.7

14.6

7.6

8.5

14.7

3.5

0.8

4.7

11.3

5.7

8.3

14.3

8.3

12.3

7.5

5.0

6.2

9.0

6.7

8.0

10.6
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3.0

3.4

0.9

1.7

2.6

4.9

2.1

3.2

4.9

1.7

9.3

1.6

2.6

1.8

3.0

2.7

4.8

2.6

2.6

2.2

6.9

0.4

0.0

1.8

5.8

1.4

3.2

3.7

1.7

11.7

4.3

1.7

0.6

1.8

3.5

1.6

2.6

1.3

2.2

1.7

1.3

0.8

1.2

1.5

1.0

1.3

2.5

0.6

0.0

0.0

0.7

0.9

1.8

1.9

1.1

1.2
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今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩
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５ 従業者の平均年齢 

従業者の平均年齢は、「50歳代」（33.4％）が最も高く、「60歳代」（23.5％）、「40歳代」（21.9％）の順であ

る。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「40歳未満」（6.0％）が高い。衣料・身の回り品は『60歳

以上』（48.5％）が５割程度である。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど、『50歳未満』が高くなる傾向がみられ、100人以上

と回答した企業は『50歳未満』（91.2％）が９割を超える。 

地域別にみると、都心は『50歳未満』（47.5％）が５割程度である。他の地域に比べて城東周辺は「50歳代」

（35.3％）、「70歳以上」（17.4％）が高い。 
 

図表Ⅱ-１-５ 従業者の平均年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答
    n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

業
種
別

従
業
者
規
模
別

3.3

3.6

6.0

4.8

2.5

2.0

2.4

3.3

4.3

2.5

4.4

1.1

2.7

7.5

7.1

9.2

11.8

3.7

6.4

3.3

2.4

3.6

4.0

1.1

3.4

21.9

22.8

31.0

10.0

11.9

19.5

29.6

17.5

24.2

32.8

21.1

5.8

21.0

38.2

55.6

73.7

79.4

43.8

23.5

17.1

16.7

22.8

20.7

21.4

26.9

33.4

32.4

33.6

33.2

37.3

35.7

28.7

36.1

31.5

33.6

30.0

25.3

45.5

44.1

35.7

14.5

7.4

29.0

31.6

33.6

35.3

29.9

34.7

33.2

33.8

23.5

21.3

19.0

28.4

28.0

21.9

25.6

22.6

22.6

20.5

26.1

34.3

24.5

7.5

0.5

0.0

0.0

16.0

22.5

24.6

25.1

25.7

21.5

27.3

22.8

14.8

13.6

6.9

20.1

16.9

16.4

9.8

18.5

15.1

9.0

15.0

29.3

4.7

0.3

0.0

0.0

0.0

6.8

13.9

17.1

17.4

15.6

16.9

13.4

10.3

3.2

6.2

3.4

3.5

3.4

4.5

4.0

2.1

2.4

1.6

3.3

4.2

1.7

2.3

1.0

2.6

1.5

0.6

2.1

4.3

3.0

2.4

2.2

3.7

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩

地
域
別
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６ 代表者の年齢 

代表者の年齢は、「70 歳以上」（32.9％）が最も高く、「50 歳代」(28.6％)、「60 歳代」（28.0％）の順で続

く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「50歳未満」（12.1％）、「50歳代」(32.8％)が高く、衣料・

身の回り品は「70歳以上」（38.4％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「70歳以上」（41.2％）が４割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて副都心は「50歳代」(33.7％)が高く、城北は「50歳未満」（13.4％）、

「60歳代」（31.6％）が高い。 
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図表Ⅱ-１-６ 代表者の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50歳未満 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答
   n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

業
種
別

従
業
者
規
模
別

9.8

13.3

12.1

8.3

8.5

9.5

11.6

11.9

9.7

8.6

5.6

4.8

12.8

18.0

14.3

9.2

16.2

11.1

7.5

10.2

8.5

8.4

9.1

13.4

12.0

28.6

24.9

32.8

29.3

27.1

32.5

25.6

25.7

29.6

28.7

25.6

23.0

33.4

33.0

36.2

32.9

33.8

33.3

33.7

24.9

31.5

24.6

28.8

25.1

27.6

28.0

24.6

28.4

23.6

33.1

28.0

28.7

26.7

26.1

28.7

36.1

30.8

23.1

27.5

28.1

39.5

30.9

27.8

28.3

29.6

26.2

27.5

25.3

31.6

30.7

32.9

36.2

25.9

38.4

31.4

28.8

33.5

35.1

34.1

33.6

32.2

41.2

30.1

20.9

20.4

18.4

19.1

27.8

30.5

34.8

33.3

38.3

36.3

29.9

29.5

0.7

0.9

0.9

0.4

0.0

1.2

0.6

0.6

0.5

0.4

0.6

0.2

0.5

0.7

1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.5

0.5

1.2

0.5

0.0

0.2
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(全体)
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衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩

地
域
別
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７ 創業時期 

創業時期は、「1961～1970年」（20.4％）が最も高く、「1951～1960年」（14.2％）、「1981～1990年」（14.2％）

の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「1950年以前」（28.4％）が３割程度である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「1961～1970 年」（21.3％）、

「1991～2000 年」（10.2％）、「2011 年以降」（8.3％）が高い。100 人以上と回答した企業は「1950 年以前」

（50.0％）が５割である。 

地域別にみると、都心は『2001年以降』（21.0％）が２割を超える。他の地域に比べて副都心は「1951～1960

年」（18.2％）が高く、多摩は「1981～1990年」（19.4％）、「1991～2000年」（12.2％）が高い。 
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図表Ⅱ-１-７ 創業時期 
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1981～
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2000年
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2010年
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2,590

2,527
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229
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507

328

487

372
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180

1,162

748

306

196

76

68
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422
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167
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417

業
種
別

従
業
者
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模
別
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域
別

10.9

12.7

28.4

8.3

6.8

10.1

11.6

8.2

11.6

7.8

15.6

6.0

12.0

12.7

11.7

28.9

50.0

19.8

10.2

19.2

6.5

6.6

12.9

14.4

5.0
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13.7

15.5
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14.4
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13.2
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16.2

15.4

18.2
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15.6
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17.6

7.0
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18.2

17.2

15.7
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19.1

22.9

22.6

21.0

22.5

16.7

21.3

19.8

20.9

19.4

18.4

20.6

9.3

14.4

18.5

23.6

24.0

25.0

21.4

18.5

13.9

16.0

6.9

13.5

12.7

18.7

14.0

11.9

13.2
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14.5

13.0
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13.2
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9.6
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7.5

11.5
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5.3
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5.9

7.3
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7.0
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6.7

6.9
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7.6

4.9

6.1

5.7

7.3
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8.9

7.7

8.6

7.5
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7.5
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7.5

8.4
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4.8

9.8
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4.6

10.3

6.1
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一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩
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８ 企業形態 

企業形態は、「法人」（82.1％）が８割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて住宅・建物は「個人」（33.1％）が高い。電機・電子は「法人」（91.8％）

が９割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は「法人」（98.1％）が高く、城東都心近接は「個人」（22.0％）が

高い。 

 

図表Ⅱ-１-８ 企業形態 
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98.1
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９ 資本金 

資本金は、「１～２千万円未満」（37.6％）が最も高く、「300～500万円未満」（30.7％）、「500万～１千万円

未満」（10.7％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「５千万円以上」（10.9％）が高い。住宅・建物は『１千

万円未満』（62.4％）が６割を超える。電機・電子は『２千万円以上』（28.1％）が３割程度である。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど『１千万円未満』が高くなる傾向がみられ、１～３人

と回答した企業は『１千万円未満』（71.9％）が７割を超える。100人以上と回答した企業は「５千万円以上」

（63.2％）が６割を超える。 

地域別にみると、都心は『２千万円以上』（39.6％）が約４割である。城東周辺は『１千万円未満』（54.9％）

が５割を超える。 

 

図表Ⅱ-１-９ 資本金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）企業形態（図表Ⅱ-１-８）で「法人」とした企業のみを集計。 

300万円
未満

300～
500万円
未満

500万～
1千万円
未満

1～2千万円
未満

2～3千万円
未満

3～5千万円
未満

5千万円
以上

無回答

  n

2,126

1,987
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業
種
別

従
業
者
規
模
別

4.2

4.0

3.0

5.5

5.2

5.1

3.6

2.4

3.4

5.8

5.6

7.2

2.9

2.0

1.5

2.6

2.9

4.4

6.8

4.0

4.0

4.2

2.8

2.7

5.3

30.7

30.2

26.7

35.0

39.0

32.9

26.4

40.7

26.6

17.4

29.4

50.8

30.6

12.4

4.1

1.3

0.0

8.8

24.7

35.4

36.9

23.1

33.0

33.3

28.9

10.7

9.9

6.9

15.3

18.2

10.3

10.0

11.5

10.0

7.1

11.9

13.9

12.7

8.2

1.5

1.3

0.0

6.9

6.8

8.9

14.0

7.7

8.8

10.2

13.9

37.6

37.4

38.6

36.2

29.9

38.9

37.5

33.9

41.3

41.1

35.0

25.9

45.9

52.6

45.9

23.7

11.8

39.6

43.2

37.8

35.6

47.6

37.1

37.4

33.6

5.2

4.9

6.9

4.9

3.9

4.2

6.4

2.6

5.6

8.0

7.0

0.9

4.4

7.8

15.3

14.5

7.4

10.7

6.8

5.5

3.4

2.8

6.0

4.1

5.0

5.3

5.1

6.9

0.6
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第２節 業務内容 

１ 業務範囲 

業務範囲に含まれるもの（複数回答）は、「製造・組立・加工（印刷を含む）」（97.6％）が最も高く、「営業・

販売」（37.6％）、「試作加工」（32.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「企画・開発」（33.6％）、「営業・販売」（72.4％）、「原材

料・部品調達」（46.6％）、「品質管理」（41.4％）、「物流」（14.7％）が高く、電機・電子は「研究開発」（30.7％）、

「設計」（54.1％）、「製品・技術の保守管理（アフターサービス）」（37.3％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「研究開発」、「営業・販売」、「原材料・部品調達」、

「品質管理」、「物流」が高くなる傾向がみられる。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は「研究開発」（24.1％）、「営業・販売」（63.0％）、「原材料・部品

調達」（42.0％）、「品質管理」（34.0％）が高く、城西は「企画開発」（27.5％）、「製品・技術の保守管理（ア

フターサービス）」（26.3％）が高い。城南は「試作加工」（40.9％）が４割を超える。 
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図表Ⅱ-１-１０ 業務範囲 
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ー
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ー
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そ
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無
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    ｎ

16.1 13.2 19.2 32.3 97.6 37.6 31.5 21.5 7.3 17.1 2.2 0.0 2,590

14.2 11.8 20.9 30.2 96.0 34.7 27.8 19.1 6.5 14.2 1.5 1.1 2,527

 食品・飲料 33.6 24.1 4.3 22.4 97.4 72.4 46.6 41.4 14.7 7.8 0.9 0.0 116

 衣料・身の回り品 26.6 7.9 8.3 31.4 96.1 37.1 34.9 19.2 7.4 15.3 3.9 0.0 229

 住宅・建物 4.2 2.5 22.9 17.8 99.2 32.2 20.3 8.5 2.5 12.7 2.5 0.0 118

 紙・印刷 9.5 3.2 7.7 15.4 99.8 34.5 18.1 11.8 9.1 7.5 1.2 0.0 507

 材料・部品［非金属］ 17.4 21.6 13.7 35.7 97.0 46.6 35.7 29.6 10.1 14.6 1.5 0.0 328

 材料・部品［金属］ 6.2 6.2 13.3 38.2 96.3 21.4 25.1 15.0 4.9 11.9 2.9 0.0 487

 一般・精密機械 15.9 17.5 33.9 46.0 97.0 36.3 41.1 24.2 6.2 27.7 1.9 0.0 372

 電機・電子 27.9 30.7 54.1 42.2 98.0 48.0 43.0 35.7 5.3 37.3 0.4 0.0 244

 その他 26.7 18.3 21.7 33.3 97.8 43.3 35.6 26.1 6.1 25.0 6.1 0.0 180

 1～3人 10.2 6.1 11.8 23.8 97.2 23.1 19.1 7.9 2.2 11.5 2.7 0.0 1,162

 4～9人 16.3 13.1 20.3 35.0 97.7 39.0 33.6 21.5 8.0 18.7 1.9 0.0 748

 10～20人 21.9 15.4 27.5 42.8 98.0 55.9 44.8 35.0 10.8 20.9 2.6 0.0 306

 21～50人 28.1 27.6 35.2 39.3 98.0 60.7 50.5 46.4 15.8 24.5 1.5 0.0 196

 51～99人 32.9 43.4 31.6 50.0 98.7 73.7 64.5 67.1 23.7 39.5 0.0 0.0 76

 100人以上 29.4 48.5 33.8 51.5 100.0 82.4 67.6 70.6 30.9 30.9 0.0 0.0 68

 都心 26.5 24.1 22.2 30.9 98.1 63.0 42.0 34.0 11.7 21.0 0.6 0.0 162

 副都心 20.9 14.4 17.6 23.5 98.4 46.5 31.0 23.5 10.2 18.7 2.1 0.0 187

 城東都心近接 17.3 11.4 14.5 31.3 96.4 37.2 30.6 20.1 5.7 14.7 1.4 0.0 422

 城東周辺 11.7 7.3 12.6 28.5 98.9 29.1 28.6 14.9 6.4 10.5 2.9 0.0 657

 城西 27.5 22.2 27.5 34.1 98.2 48.5 31.7 24.6 6.0 26.3 1.2 0.0 167

 城南 12.9 13.2 22.3 40.9 95.7 31.7 31.2 24.7 5.6 17.5 2.2 0.0 372

 城北 14.4 13.9 19.3 33.7 96.8 40.1 32.1 21.9 12.8 19.8 1.6 0.0 187

 多摩 15.1 16.1 28.1 35.7 97.8 38.4 33.1 23.5 7.2 23.0 2.9 0.0 417

 今回調査（全体）

業
種

別
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別
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域
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 前回調査
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２ 最大の収益源となっている業務 

最大の収益源となっている業務は、「製造・組立・加工（印刷を含む）」（78.8％）が最も高く、「営業・販売」

（10.2％）、「試作加工」（1.5％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「営業・販売」（34.5％）が３割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「試作加工」(2.1％)、「製造・

組立・加工（印刷を含む）」(81.5％)が高い。100人以上と回答した企業は「営業・販売」(39.7％)が約４割で

ある。 

地域別にみると、都心は「営業・販売」（26.5％）が２割を超える。他の地域に比べて城東周辺は「製造・

組立・加工（印刷を含む）」（86.5％）が高い。 

 

 

図表Ⅱ-１-１１ 最大の収益源となっている業務 
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0.5 0.6 1.4 1.5 78.8 10.2 0.5 0.2 0.1 0.6 1.4 4.4 2,590

0.2 0.6 2.0 2.2 80.2 8.9 0.6 0.2 0.0 0.2 0.3 4.6 2,527

 食品・飲料 0.9 0.0 0.0 0.0 57.8 34.5 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 116

 衣料・身の回り品 1.7 0.0 1.3 1.3 72.9 12.7 0.9 0.9 0.0 0.4 3.1 4.8 229

 住宅・建物 0.0 0.0 0.8 0.8 83.1 11.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 3.4 118

 紙・印刷 0.2 0.4 0.4 0.2 89.5 6.3 0.0 0.2 0.0 0.2 0.8 1.8 507

 材料・部品［非金属］ 0.6 0.3 0.9 0.6 77.1 14.3 0.6 0.0 0.0 0.3 1.2 4.0 328

 材料・部品［金属］ 0.0 0.4 0.4 2.5 84.2 3.3 1.0 0.2 0.2 0.4 2.1 5.3 487

 一般・精密機械 0.8 0.3 2.7 3.5 78.2 6.7 0.3 0.3 0.0 1.1 1.1 5.1 372

 電機・電子 0.0 2.5 5.7 2.5 71.3 12.3 0.4 0.0 0.4 0.8 0.0 4.1 244

 その他 1.1 1.7 0.6 0.6 66.7 17.2 0.0 0.0 0.0 2.2 2.8 7.2 180

 1～3人 0.6 0.5 1.6 2.1 81.5 6.0 0.3 0.3 0.1 0.5 1.7 4.8 1,162

 4～9人 0.4 0.4 1.1 1.1 80.2 9.9 0.9 0.0 0.1 0.8 1.2 3.9 748

 10～20人 0.7 1.0 1.6 1.0 73.9 15.7 0.3 0.3 0.0 0.0 0.7 4.9 306

 21～50人 0.5 1.5 1.0 2.0 76.0 12.2 0.5 0.5 0.0 0.5 1.5 3.6 196

 51～99人 0.0 0.0 0.0 0.0 69.7 25.0 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 3.9 76

 100人以上 0.0 0.0 2.9 0.0 54.4 39.7 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 1.5 68

 都心 1.9 0.0 0.0 0.6 63.6 26.5 1.2 0.0 0.0 1.9 0.6 3.7 162

 副都心 0.5 0.5 1.6 1.1 73.8 15.5 0.0 1.1 0.0 0.5 1.1 4.3 187

 城東都心近接 0.7 1.2 1.9 0.5 78.9 9.0 0.2 0.2 0.0 1.2 0.9 5.2 422

 城東周辺 0.3 0.0 1.2 0.5 86.5 6.2 0.3 0.0 0.0 0.2 1.8 3.0 657

 城西 0.6 0.6 2.4 2.4 71.3 19.2 0.0 0.6 0.0 0.0 0.6 2.4 167

 城南 0.3 0.5 0.5 3.8 76.6 8.6 1.1 0.3 0.0 0.8 1.3 6.2 372

 城北 0.0 1.1 0.5 3.2 75.4 9.6 1.1 0.0 0.5 1.1 1.1 6.4 187

 多摩 0.5 1.0 2.4 1.7 81.1 7.2 0.2 0.0 0.2 0.0 1.7 4.1 417

 今回調査（全体）

業
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別
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３ 業務展開の最も大きな変化 

直近３年間の業務展開の最も大きな変化は、「変化はない」（83.7％）が最も高く、「現状の業務の周辺分野

へ展開」（8.1％）、「製造業に加え、他業種（流通産業・サービス業等）に進出」（2.0％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「現状の業務の周辺分野へ展開」（13.1％）、「最終

製品の製造に着手」（3.5％）が高い。材料・部品[金属]は「変化はない」（89.7％）が約９割である。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「変化はない」（87.1％）が９割程度である。 

地域別にみると、他の地域に比べて城南は「変化はない」（85.5％）、「最終製品の製造に着手」（2.4％）が

高い。 
 

図表Ⅱ-１-１２ 業務展開の最も大きな変化 
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４ 工場等の所在地 

工場等の所在地（事業所・営業所を含む）は、「都内のみ」（77.8％）が最も高く、「国内のみ」（19.8％）、

「国内・海外」（1.5％）の順である。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「国内・海外」（2.6％）が高く、紙・印刷は「都内のみ」

（85.6％）が高い。材料・部品［非金属］は「国内のみ」（28.7％）が３割程度である。 

従業者規模別にみると、従業者規模が低くなるほど「都内のみ」が高くなる傾向がみられ、１～３人と回答

した企業は「都内のみ」（92.3％）が９割を超える。100人以上と回答した企業は「国内・海外」（22.1％）が

２割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は「国内のみ」（43.2％）、「国内・海外」（4.9％）が高い。城北は

「都内のみ」（84.5％）が高い。 
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図表Ⅱ-１-１３ 工場等の所在地 
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５ 親会社の有無 

親会社の有無は、「親会社はない」（90.2％）が９割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて電機・電子は「親会社がある」（16.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、100人以上と回答した企業は「親会社がある」（38.2％）が高い。 
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図表Ⅱ-１-１４ 親会社の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）本調査では、親会社を「自社の議決権の過半数を所有していたり、もしくは 50％以下であっても（役員の人選等を通じて）」実質的に支配

的立場にある会社」と定義した。 

親会社がある 親会社はない 無回答
     n
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118
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76
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業
種
別

従
業
者
規
模
別

8.9

9.1

10.3

4.4

5.9

5.9

12.2

7.8

12.9

16.0

3.9

7.4

5.5

9.2

16.8

19.7

38.2

90.2

90.3

89.7

94.8

92.4

92.9
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91.0

86.6

83.6

94.4
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80.3
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0.8

0.6
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0.5

0.4
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1.5

0.5

0.3

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上
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第３節 事業承継 

１ 経営者の続柄・出身 

現在の経営者の続柄・出身は、「創業者親族出身（二代目以降）」（62.7％）が最も高く、「創業者」（25.6％）、

「従業員出身（二代目以降）」（6.7％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「創業者」（40.2％）が高い。住宅・建物は「創業

者親族出身（二代目以降）」（70.3％）が７割を超える。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「創業者」が高くなる傾向がみられ、１～３人と回答

した企業は「創業者」（33.7％）が３割を超える。 

創業時期別にみると、2001～2010年と回答した企業は「創業者」(68.1％)が７割程度である。 
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図表Ⅱ-１-１５ 経営者の続柄・出身 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

創業者
創業者親族

出身
(二代目以降)

従業員出身
(二代目以降)

自企業以外
からの就任

(二代目以降)

その他
(二代目以降)

無回答

     n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

282

368

529

360

367

218

188

169

25.6

30.6

19.8

40.2

25.4

27.2

21.0

22.2

20.7

29.9

28.3

33.7

25.0

15.4

9.7

6.6

5.9

1.4

2.7

10.4

23.9

33.8

55.5

68.1

63.9

62.7

58.8

68.1

52.0

70.3

60.0

66.5

68.8

67.2

46.7

63.3

59.9

66.0

67.3

63.3

57.9

57.4

87.6

88.6

79.2

63.9

49.6

29.8

20.7

23.1

6.7

6.1

0.9

4.8

1.7

8.5

6.4

4.9

8.1

13.5

4.4

3.2

5.9
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16.3

18.4
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6.4
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6.0
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2.2
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1.3
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0.0
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2.9
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0.4

1.0
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2.6
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0.6
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今回調査
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衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

1950年以前

1951～1960年

1961～1970年
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2011年以降

業
種
別

従
業
者
規
模
別

創
業
時
期
別
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２ 事業継続の意向 

今後の事業継続の意向は、「事業を続けたい」（48.9％）が最も高く、「わからない・まだ決めていない」（30.3％）、

「廃業の予定」（19.0％）の順である。 

業種別にみると、食品・飲料は「事業を続けたい」（60.3％）が６割を超える。他の業種に比べて住宅・建

物は「廃業の予定」（38.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「廃業の予定」（36.7％）が３割を超える。他の従業者

規模に比べて100人以上と回答した企業は「事業を続けたい」(98.5％)が高い。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は「事業を続けたい」(71.8％)が７割を超える。他の代

表者の年齢に比べて50歳代と回答した企業は「わからない・まだ決めていない」（34.1％）が高い。70歳以上

と回答した企業は「廃業の予定」(27.8％)が３割程度である。 
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図表Ⅱ-１-１６ 事業継続の意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を続けたい
わからない・

まだ決めていない
廃業の予定 無回答

     n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68
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業
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別

従
業
者
規
模
別

48.9

54.6

60.3

45.4

37.3

44.2

57.0

44.4

49.5

58.6

51.1

25.6

54.3

75.8

90.3

90.8

98.5

71.8

54.3

43.9

41.8

30.3

27.0

28.4

29.3

23.7

32.3

29.6

31.2

30.9

27.5

31.7

35.5

36.6

21.6

8.2

7.9

1.5

23.5

34.1

31.6

28.1

19.0

17.6

9.5

24.5

38.1

21.5

11.9

21.8

18.3

11.5

16.7

36.7

7.6

1.3

0.0

0.0

0.0

2.4

10.4

23.3
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1.7

0.8

1.7

0.9

0.8

2.0

1.5

2.7

1.3
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0.6

2.2

1.5
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1.3
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1.2

1.2

2.3
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前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

50歳未満

50歳代

60歳代

70歳以上

代
表
者
の
年
齢
別
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３ 事業承継の希望・方針 

事業承継の希望・方針は、「まだ決めていない」（43.4％）が最も高く、「子・子の配偶者に継がせたい」（25.0％）、

「従業員に継がせたい」（9.3％）の順で続く。「子・子の配偶者に継がせたい」、「配偶者に継がせたい」、「子・

子の配偶者及び配偶者以外の親族に継がせたい」、「従業員に継がせたい」、「自企業以外の人に継がせたい」、

「誰でもよいから継がせたい」をあわせた『事業承継予定』（44.3％）は４割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「子・子の配偶者に継がせたい」（36.9％）、「子・子の配

偶者及び配偶者以外の親族に継がせたい」（5.8％）、「親会社が決定する」（5.8％）が高く、電機・電子は「従

業員に継がせたい」（20.5％）、「他企業に売却したい」（4.3％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「まだ決めていない」（59.7％）が約６割である。従業

者規模が大きくなるほど「親会社が決定する」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回答した企業は「親会

社が決定する」（22.1％）が２割を超える。 

代表者の年齢別にみると、＜60 歳未満＞と回答した企業は「まだ決めていない」が５割を超える。他の代

表者の年齢に比べて 70歳以上と回答した企業は「子・子の配偶者に継がせたい」（38.0％）、「配偶者に継がせ

たい」（2.0％）、「子・子の配偶者及び配偶者以外の親族に継がせたい」（4.4％）、「従業員に継がせたい」（10.4％）

が高い。 
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図表Ⅱ-１-１７ 事業承継の希望・方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）事業継続の意向（図表Ⅱ-1-16）で「事業を続けたい」、「わからない・まだ決めていない」とした企業のみを集計。 
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業
種
別

従
業
者
規
模
別

25.0

28.8

36.9

20.5

23.6

22.7

22.2

27.7

26.8

22.4

26.8

16.8

30.4

30.9
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25.3

29.4

18.1

17.7
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1.3
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8.0

8.8

2.9
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４ 現実の後継者の状況 

現実の後継者の状況は、「決まっている」（42.4％）が最も高く、「候補はいるが決まっていない」（29.5％）、

「まだ決める必要がない」（14.0％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「まだ決める必要がない」（16.4％）が高い。住宅・建物

は「決まっている」（53.6％）が５割を超える。電機・電子は「候補はいるが決まっていない」（37.8％）が

４割程度である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「候補がいない」（19.1％）が

高い。100人以上と回答した企業は「まだ決める必要がない」（23.7％）が２割を超える。 

代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が高くなるほど「決まっている」が高くなる傾向がみられ、70歳以

上と回答した企業は「決まっている」（59.9％）が約６割である。 

創業時期別にみると、他の創業時期に比べて2001～2010年と回答した企業は「候補がいない」（27.0％）が

高い。 
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図表Ⅱ-１-１８ 現実の後継者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）事業承継の希望・方針（図表Ⅱ-1-17）で『事業承継予定』とした企業のみを集計。 
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120
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14.6

18.5

15.1

6.9

9.8

9.7

13.6

12.1

6.8

15.5

27.0

17.0

29.5

25.0

34.5

25.4

21.4

28.9

32.5

22.8

33.3

37.8

21.3

25.3

27.7

33.1

37.9

28.9

34.2

23.6

31.8

29.7

29.8

25.6

32.4

32.1

23.3

33.1

36.6

22.2

26.4

14.0

14.7

16.4

11.9

7.1

15.7

13.3

14.8

11.9

15.3

14.7

10.3

15.4

13.9

15.5

7.9

23.7

44.9

23.6

10.8

2.0

16.5

10.3

7.6

19.0

14.4

9.9

15.9

32.1

0.4

0.5

0.0

0.0

0.0

0.6

0.8

0.0

0.7

0.9

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

2.6

0.0

0.0

1.7

0.0

0.0

0.0

0.0

1.6

0.9

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

1.6

1.8

1.7

3.6

1.9

0.8

1.2

0.0

0.9

0.0

1.0

2.0

0.0

0.0

0.0

2.6

2.2

0.9

0.0

1.4

2.3

0.7

0.5

0.0

0.8

0.0

4.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

50歳未満

50歳代

60歳代

70歳以上

1950年以前

1951-1960 年

1961-1970 年

1971-1980 年

1981-1990 年

1991-2000 年

2001-2010 年

2011年以降

創
業
時
期
別

代
表
者
の
年
齢
別



58 

５ 事業承継上の課題 

事業承継上の課題（複数回答）は、「業界の将来性への不安」（35.9％）が最も高く、「適切な候補者の不在」

（29.4％）、「後継者の教育・成長」（29.3％）の順で続く。 

業種別にみると、紙・印刷は「業界の将来性への不安」（48.2％）が５割程度である。他の業種に比べて電

機・電子は「適切な候補者の不在」（36.2％）、「後継者の教育・成長」（37.6％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて、１～３人と回答した企業は「業績不振」（33.0％）が高

い。 

代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が高くなるほど「借入金の返済」が高くなる傾向がみられ、70歳以

上と回答した企業は「借入金の返済」（21.3％）が２割を超える。他の代表者の年齢に比べて 50歳代と回答し

た企業は「適切な候補者の不在」（34.7％）、「後継者の教育・成長」（35.3％）、「業績不振」（27.1％）、「相談

相手の不在」（4.7％）、「業界の将来性への不安」（40.8％）が高い。 

創業時期別にみると、1971～1980年と回答した企業は「業界の将来性への不安」（40.1％）が４割を超える。 

事業継続の意向別にみると、事業を続けたいと回答した企業は「後継者の教育・成長」（34.5％）が３割を超

える。わからない・まだ決めていないと回答した企業は「適切な候補者の不在」（41.9％）が４割を超える。 
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図表Ⅱ-１-１９ 事業承継上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  
（注）事業継続の意向（図表Ⅱ-1-16）で「事業を続けたい」、「わからない・まだ決めていない」とした企業のみを集計。 
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29.4 29.3 25.1 20.6 7.6 3.9 11.8 9.6 3.8 35.9 1.7 14.4 3.0 2,052

 食品・飲料 29.1 30.1 17.5 17.5 7.8 4.9 9.7 11.7 1.9 35.0 2.9 16.5 1.9 103

 衣料・身の回り品 24.0 21.6 28.7 19.9 4.7 1.2 10.5 5.8 2.3 42.1 3.5 12.9 2.3 171

 住宅・建物 31.9 30.6 22.2 18.1 8.3 4.2 6.9 11.1 5.6 25.0 2.8 11.1 5.6 72

 紙・印刷 25.3 26.0 33.2 21.9 10.1 2.6 7.7 6.4 4.9 48.2 1.3 12.9 3.4 388

 材料・部品［非金属］ 31.7 33.1 26.4 23.9 8.1 7.0 12.3 11.3 3.5 33.1 1.1 15.5 2.5 284

 材料・部品［金属］ 27.4 25.0 25.3 20.7 5.2 3.5 13.3 9.8 4.3 38.9 1.1 13.9 2.7 368

 一般・精密機械 32.4 29.8 24.1 20.7 7.4 5.7 13.4 12.7 3.0 29.8 1.3 15.4 3.0 299

 電機・電子 36.2 37.6 14.8 17.1 7.6 3.3 15.2 11.0 3.3 21.0 1.9 16.7 3.8 210

 その他 29.5 35.6 20.8 18.1 9.4 2.0 15.4 8.7 4.7 34.2 2.0 14.8 2.7 149

 1～3人 30.0 17.5 33.0 18.5 4.2 0.7 7.2 3.9 2.8 37.9 1.8 14.2 3.5 709

 4～9人 30.0 32.4 26.2 21.6 6.9 2.4 13.8 9.7 5.0 40.0 1.5 11.5 3.7 680

 10～20人 31.9 38.6 18.5 27.9 13.1 8.4 15.4 15.1 5.0 34.6 3.0 14.1 0.7 298

 21～50人 30.1 38.3 13.5 20.2 15.0 9.8 15.5 16.6 3.6 26.4 1.0 19.7 2.1 193

 51～99人 29.3 42.7 14.7 13.3 4.0 14.7 14.7 21.3 1.3 20.0 0.0 17.3 2.7 75

 100人以上 11.8 42.6 7.4 10.3 5.9 4.4 8.8 5.9 1.5 25.0 0.0 29.4 0.0 68

 50歳未満 27.6 29.6 16.9 18.5 8.2 4.9 10.7 9.9 2.9 35.8 1.2 21.0 2.9 243

 50歳代 34.7 35.3 27.1 20.0 6.4 3.2 12.1 8.0 4.7 40.8 1.1 12.4 2.9 654

 60歳代 32.9 28.3 26.7 21.0 9.0 3.7 13.9 9.3 3.3 35.8 1.8 13.9 2.6 547

 70歳以上 21.3 23.9 24.9 21.3 6.9 4.4 10.1 11.4 3.7 30.3 2.4 14.6 3.7 595

 1950年以前 26.5 36.6 18.5 18.9 9.2 7.6 15.1 19.3 2.5 38.2 1.3 15.5 2.1 238

 1951～1960年 29.7 30.0 29.0 21.0 7.9 5.5 12.8 11.7 3.1 38.6 2.4 12.4 2.1 290

 1961～1970年 28.2 32.7 24.4 19.1 7.6 3.0 9.3 10.3 4.5 39.8 1.5 14.6 2.5 397

 1971～1980年 24.9 22.1 30.4 24.2 11.1 3.8 13.5 7.3 5.9 40.1 1.7 13.8 4.8 289

 1981～1990年 27.4 27.8 25.3 19.9 5.4 4.3 11.2 10.1 2.9 33.2 1.4 16.2 1.8 277

 1991～2000年 38.9 29.9 26.3 23.4 7.8 2.4 13.2 5.4 3.6 28.7 3.6 9.0 3.0 167

 2001～2010年 30.1 27.0 21.5 20.9 4.9 1.2 11.0 1.8 3.7 25.2 0.0 15.3 6.7 163

 2011年以降 37.2 30.3 16.6 17.2 4.8 1.4 11.7 4.1 3.4 31.7 1.4 20.0 2.1 145

 事業を続けたい 21.7 34.5 20.1 22.0 8.7 5.8 12.0 12.2 4.2 32.8 1.7 17.3 2.1 1,267

 わからない・まだ決めていない 41.9 21.0 33.2 18.3 5.7 0.9 11.5 5.4 3.2 40.9 1.5 9.8 4.6 785
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６ 廃業の予定の主な理由 

廃業の予定の主な理由は、「経営者の高年齢化」（33.5％）が最も高く、「後継者の不在」（30.2％）、「経営の

先行き不安、経営悪化の回避」（18.1％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「経営の先行き不安、経営悪化の回避」（36.4％）が高い。

衣料・身の回り品は「経営者の高年齢化」（39.3％）が約４割である。材料・部品[非金属]は「後継者の不在」

（41.0％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「主要顧客との契約終了」

(0.5％)、「経営者の高年齢化」（34.9％）、「経営者の健康面（気力・体力）の不安」(8.9％)、「経営者の家族

の問題」(0.5％)が高い。 

代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が低くなるほど「後継者の不在」が高くなる傾向がみられ、50 歳

未満と回答した企業は「後継者の不在」（66.7％）が６割を超える。 

創業時期別にみると、1981～1990年と回答した企業は「経営者の高年齢化」（43.8％）が４割を超える。他

の創業時期に比べて 1991～2000年と回答した企業は「経営の先行き不安、経営悪化の回避」（21.7％）が高い。

2001～2010年と回答した企業は「後継者の不在」（39.1％）が約４割である。 
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図表Ⅱ-１-２０ 廃業の予定の主な理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．事業継続の意向（図表Ⅱ-1-16）で「廃業の予定」とした企業のみを集計。 

２．従業者規模別の21人以上は該当企業がないため非掲載。 
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第４節 立地環境 

１ 都内立地のメリット（利点） 

都内立地のメリット（利点）（複数回答）は、「得意先（中小企業）に近い」（50.5％）が最も高く、「交通の

利便性がある」（45.8％）、「部品・資材が調達しやすい」（36.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「立地のブランド力がある」（14.7％）、「大きな消費地（マ

ーケット）がある」（23.3％）が高い。衣料・身の回り品は「得意先（中小企業）に近い」（62.9％）が６割を

超える。電機・電子は「得意先（大企業）に近い」（27.5％）が３割程度である。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「得意先（中小企業に近い）」が高くなる傾向が見ら

れ、１～３人と回答した企業は「得意先（中小企業）に近い」（54.4％）が５割を超える。他の従業者規模に

比べて 100人以上と回答した企業は「得意先（大企業）に近い」（57.4％）、「立地のブランド力がある」（11.8％）、

「情報収集がしやすい」（47.1％）、「交通の利便性がある」（67.6％）、「優秀な人材を集めやすい」（27.9％）

が高い。 

地域別にみると、都心は「交通の利便性がある」（67.9％）が７割程度である。他の地域に比べて城東都心

近接は「得意先（中小企業）に近い」（58.3％）、「部品・資材が調達しやすい」（44.5％）、「地域内分業が容易

にできる」（10.9％）が高い。 

 

 

 

 

  



 

63 

第
Ⅱ
編 

第
１
章 

企
業
の
概
要 

図表Ⅱ-１-２１ 都内立地のメリット（利点） 
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21.1 50.5 36.3 6.1 18.8 8.5 45.8 5.0 7.1 1.9 1.7 12.6 2.2 2,590

20.4 48.0 33.2 5.9 16.9 10.2 44.0 4.4 6.7 1.7 0.8 16.3 0.9 2,527

 食品・飲料 23.3 48.3 16.4 14.7 18.1 1.7 48.3 7.8 23.3 0.9 2.6 14.7 4.3 116

 衣料・身の回り品 21.8 62.9 35.4 7.0 21.0 8.3 41.5 3.5 10.9 0.0 0.9 9.2 1.7 229

 住宅・建物 14.4 55.1 39.0 3.4 13.6 3.4 36.4 2.5 12.7 0.8 0.8 17.8 2.5 118

 紙・印刷 26.2 60.4 33.1 4.7 18.1 14.4 50.7 3.2 9.1 1.6 1.6 9.5 2.2 507

 材料・部品［非金属］ 20.4 45.4 33.8 7.3 23.2 5.2 49.1 5.2 6.1 2.1 3.0 13.4 1.5 328

 材料・部品［金属］ 16.4 55.6 42.3 2.9 14.6 7.8 41.7 2.3 3.3 0.4 1.4 11.3 3.5 487

 一般・精密機械 19.4 43.3 43.3 7.5 19.9 11.8 45.2 8.3 4.0 2.7 1.9 15.9 1.3 372

 電機・電子 27.5 34.4 35.7 7.8 20.9 4.5 50.0 10.7 3.7 6.1 1.6 12.7 1.2 244

 その他 17.8 36.7 30.6 6.1 19.4 6.1 42.2 5.0 6.7 2.2 1.7 17.2 2.8 180

 1～3人 11.7 54.4 36.7 3.9 10.7 8.4 34.3 0.4 4.9 1.3 1.5 16.4 3.4 1,162

 4～9人 21.0 53.3 41.3 6.1 19.5 8.3 52.0 4.3 7.5 2.4 1.6 10.2 2.0 748

 10～20人 30.4 48.4 35.9 8.5 27.1 11.1 55.9 9.2 12.7 2.0 2.9 8.5 0.3 306

 21～50人 40.8 38.8 28.6 10.2 33.7 9.2 59.7 15.3 8.2 3.1 1.5 9.7 0.5 196

 51～99人 43.4 28.9 21.1 10.5 36.8 6.6 59.2 19.7 11.8 2.6 2.6 13.2 2.6 76

 100人以上 57.4 23.5 16.2 11.8 47.1 0.0 67.6 27.9 11.8 1.5 0.0 4.4 0.0 68

 都心 45.1 50.0 19.8 18.5 31.5 6.8 67.9 14.8 12.3 3.7 3.7 4.3 0.0 162

 副都心 27.3 57.2 27.3 8.6 24.6 9.1 56.1 7.0 9.1 4.3 1.6 4.8 0.0 187

 城東都心近接 17.1 58.3 44.5 6.2 17.8 10.9 46.2 3.8 5.7 1.2 0.2 8.1 2.6 422

 城東周辺 16.0 56.3 38.8 2.7 14.6 9.1 39.3 2.4 6.5 0.3 2.1 15.5 2.7 657

 城西 20.4 32.3 28.1 6.6 21.6 4.8 47.3 6.6 12.6 1.2 1.8 19.8 2.4 167

 城南 19.6 46.0 44.1 9.1 20.2 10.8 50.5 4.8 4.6 1.3 1.6 9.9 2.2 372

 城北 22.5 50.8 39.0 7.0 19.3 6.4 52.4 6.4 5.9 2.1 2.7 10.2 0.5 187

 多摩 21.6 42.2 30.5 1.9 16.5 6.2 35.0 4.3 7.4 3.8 1.7 19.7 3.6 417

 今回調査（全体）

業

種

別

従

業

者

規

模

別

地

域

別

 前回調査

0

10

20

30

40

50

60
（複数回答：％）
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２ 移転・拡張の予定 

都内の事業用地についての移転・拡張の予定は、「移転・拡張の予定はない」（82.5％）が最も高く、「移転・

拡張の希望はあるが具体的な予定はない」（8.6％）、「都内で移転・拡張を予定」（3.2％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて電機・電子は「都内で移転・拡張を予定」（7.0％）、「都外の国内に移転・

拡張を予定」（2.5％）、「移転・拡張の希望はあるが具体的な予定はない」（13.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「移転・拡張の予定はない」（89.2％）が約９割である。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は「都内で移転・拡張を予定」（6.8％）、城東都心近接は「移転・

拡張の予定はない」（84.1％）、城北は「移転・拡張の希望はあるが具体的な予定はない」（13.9％）が高い。 
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図表Ⅱ-１-２２ 移転・拡張の予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都内で移転・
拡張を予定

都外の国内に
移転・拡張を

予定

海外に移転・
拡張を予定

移転・拡張の
予定はない

その他 無回答

  n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

業
種
別

従
業
者
規
模
別

3.2

2.3

5.2

4.4

3.4

2.4

2.1

2.5

2.4

7.0

3.3

1.6

2.9

5.9

7.1

3.9

5.9

6.8

2.1

1.9

3.3

3.6

3.2

3.2

3.1

1.1

0.9

0.9

0.4

0.0

0.6

1.5

0.8

2.2

2.5

0.0

0.4

0.7

2.0

3.1

3.9

4.4

0.6

1.1

1.2

1.2

0.6

1.6

0.0

1.2

0.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

8.6

9.8

10.3

9.2

7.6

7.3

7.3

7.2

10.5

13.1

7.2

2.8

9.9

19.6

19.4

14.5

4.4

6.2

8.0

8.1

7.2

9.0

7.3

13.9

11.5

82.5

84.3

79.3

83.0

84.7

84.4

86.3

82.3

81.2

73.8

86.7

89.2

82.2

70.6

68.4

73.7

85.3

84.0

84.0

84.1

82.6

83.2

83.6

80.2

79.4

1.6

1.1

0.9

0.9

0.0

1.8

1.5

2.3

1.9

1.2

0.6

1.5

1.7

1.3

2.0

0.0

0.0

0.6

2.7

1.2

2.1

0.6

1.1

2.1

1.4

3.0

1.5

3.4

2.2

4.2

3.6

1.2

4.9

1.9

2.5

2.2

4.5

2.5

0.7

0.0

3.9

0.0

1.9

2.1

3.6

3.5

3.0

3.2

0.5

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩

地
域
別

移転・拡張の

希望はあるが

具体的な予定

はない
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３ 事業用土地・建物における問題点 

都内の事業用土地・建物における問題点（複数回答）は、「施設の老朽化」（39.6％）が最も高く、「施設や

敷地が手狭」（23.0％）、「賃料負担が重い」（15.4％）の順で続く。なお、「特になし」は３割を超える。 

業種別にみると、食品・飲料は「施設の老朽化」（50.9％）が５割を超える。他の業種に比べて衣料・身の

回り品は「賃料負担が重い」（19.7％）が高く、材料・部品[金属]は「操業規制（音・臭い等）がある」（15.6％）、

「近隣住民の対応」（19.3％）が高い。電機・電子は「施設や敷地が手狭」（31.1％）が３割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「再開発などで立ち退きの可能

性がある」(3.0％)が高い。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は「再開発などで立ち退きの可能性がある」（5.6％）、「賃料負担が

重い」（31.5％）が高い。城南は「施設の老朽化」（47.3％）が５割程度である。 
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図表Ⅱ-１-２３ 事業用土地・建物における問題点 
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音
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応

再
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で
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き
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可
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性
が

あ
る

余
剰

資

産
が

あ
る

賃
料

負

担
が

重
い

産
業

集

積
が

薄
れ

た

そ
の

他

特
に

な

し

無
回

答

  ｎ

39.6 23.0 10.7 14.1 2.6 0.5 15.4 3.4 0.9 31.0 3.4 2,590

36.2 19.8 8.4 11.1 1.9 0.6 14.6 2.7 1.5 37.9 1.8 2,527

 食品・飲料 50.9 24.1 15.5 16.4 2.6 0.0 18.1 1.7 1.7 25.0 3.4 116

 衣料・身の回り品 27.9 17.9 4.8 6.6 2.6 0.0 19.7 0.9 0.9 41.5 3.1 229

 住宅・建物 36.4 21.2 14.4 18.6 2.5 0.8 11.9 0.0 0.8 32.2 2.5 118

 紙・印刷 38.7 22.3 8.7 11.6 3.7 0.0 19.5 2.2 1.2 28.2 4.3 507

 材料・部品［非金属］ 43.3 22.0 12.5 13.4 1.8 0.9 15.2 2.4 0.0 34.8 2.1 328

 材料・部品［金属］ 45.4 19.3 15.6 19.3 1.6 0.4 10.9 6.0 1.0 25.5 5.1 487

 一般・精密機械 40.6 28.5 12.4 19.1 1.9 0.5 14.0 6.2 1.3 31.2 1.9 372

 電機・電子 32.8 31.1 5.3 9.0 4.1 0.8 16.0 2.9 0.8 31.1 2.0 244

 その他 35.6 22.2 5.0 8.3 2.8 2.2 13.3 2.8 0.6 37.8 2.8 180

 1～3人 35.5 15.2 8.7 11.4 3.0 0.1 12.3 3.3 0.5 37.9 4.4 1,162

 4～9人 40.8 24.6 12.6 15.8 2.4 0.5 18.0 3.6 1.3 26.7 3.3 748

 10～20人 49.3 34.6 14.4 19.0 2.0 1.3 16.3 3.3 0.7 20.9 1.6 306

 21～50人 40.8 36.2 10.2 15.8 1.5 1.0 18.4 3.6 2.6 26.0 1.0 196

 51～99人 47.4 39.5 3.9 11.8 1.3 3.9 19.7 2.6 1.3 22.4 3.9 76

 100人以上 41.2 27.9 11.8 10.3 2.9 0.0 16.2 1.5 0.0 33.8 0.0 68

 都心 26.5 17.3 5.6 3.7 5.6 0.0 31.5 1.9 3.1 34.0 2.5 162

 副都心 33.7 23.0 6.4 6.4 3.7 0.0 23.0 2.7 1.6 32.6 1.6 187

 城東都心近接 39.6 20.6 8.3 11.6 3.3 0.2 14.0 4.5 1.2 31.8 4.3 422

 城東周辺 43.4 22.7 13.7 20.9 0.9 0.6 9.6 2.1 0.2 31.4 3.7 657

 城西 31.7 27.5 9.6 8.4 1.2 0.0 17.4 1.8 1.2 34.1 3.6 167

 城南 47.3 24.2 14.0 16.7 3.2 0.8 16.1 7.8 1.1 26.6 3.0 372

 城北 46.5 26.7 12.8 20.3 2.1 1.1 13.4 4.8 1.1 24.1 0.0 187

 多摩 35.0 24.0 8.6 11.0 2.9 1.0 15.1 1.4 0.2 32.9 5.0 417

 今回調査（全体）

業

種

別

従

業

者

規

模
別

地

域

別

 前回調査

0

10

20

30

40

50
（複数回答：％）
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第２章  経営成果（業績）とその動向 

第１節 年間売上高の状況 

１ 直近決算の年間売上高 

直近決算の年間売上高は、「３千万～１億円未満」（23.1％）が最も高く、「１～３千万円未満」（20.2％）、

「１～３億円未満」（15.2％）の順で続く。 

業種別にみると、衣料・身の回り品は『１千万円未満』（41.9％）が４割を超える。他の業種に比べて電機・

電子は「１～３億円未満」（20.1％）、「３～10億円未満」（15.6％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は『３千万円未満』（82.8％）が８割を超える。 

地域別にみると、都心は『３億円以上』（41.4％）が４割を超える。他の地域に比べて城東都心近接は「500

万円未満」（17.3％）が高い。 

 

 

 

 

 

 

  



 

69 

第
Ⅱ
編 

第
２
章 

経
営
成
果
（
業
績
）
と 

そ
の
動
向 

図表Ⅱ-２-１ 直近決算の年間売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

500万円
未満

500万～
1千万円
未満

1～
3千万円
未満

3千万～
1億円
未満

1～3億円
未満

3～10億円
未満

10～
25億円
未満

25億円
以上

無回答

     n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

業
種
別

従
業
者
規
模
別

地
域
別

12.0

14.9

6.9

22.7

16.9

12.8

8.8

11.3

9.1

7.0

16.7

25.8

0.9

0.0

0.5

0.0

0.0

3.1

12.8

17.3

13.7

13.8

9.4

12.3

8.4

13.2

14.2

7.8

19.2

16.9

12.2

8.8

16.8

11.6

11.1

13.9

26.1

4.4

0.3

0.0
0.0

0.0

9.3

9.1

12.8

16.6

13.8

10.8

16.6

12.5

20.2

21.6

16.4

18.3

29.7

22.9

18.9

22.2

19.6

12.3

20.6

30.9

19.8

2.0

1.0

0.0

0.0

8.6

16.0

23.0

20.9

17.4

20.2

23.5

21.8

23.1

20.3

22.4

22.7

17.8

25.6

22.9

24.4

22.8

22.5

16.7

15.0

49.1

15.0

2.0

0.0

0.0

19.8

27.3

23.0

24.5

21.6

23.7

20.9

21.6

15.2

14.1

17.2

9.2

13.6

14.2

15.5

14.0

16.7

20.1

17.8

1.0

21.1

55.2

23.0

2.6

0.0

17.9

16.6

9.5

14.6

16.2

19.4

11.2

17.0

9.0

8.7

10.3

7.0

0.8

7.9

9.5

7.0

11.3

15.6

10.0

0.0

3.1

24.8

55.6

26.3

2.9

16.7

12.3

8.5

5.5

7.2

9.1

7.0

12.2

3.2

3.3

8.6

0.9

2.5

1.4

6.1

1.4

3.8

6.6

1.7

0.0

0.3

1.6

14.8

50.0

11.8

8.0

1.6

2.8

2.1

5.4

2.7

4.3

3.4

3.2

2.4

8.6

0.0

0.8

1.8

8.6

2.0

3.8

3.7

1.7

0.0

0.3

0.3

3.0

19.8

85.3

16.7

4.3

2.1

1.3

1.8

3.2

3.7

2.4

1.0

0.5

1.7

0.0

0.8

1.2

0.9

0.8

1.3

1.2

1.1

1.2

1.1

0.7

0.0

1.3

0.0

0.0

0.0

0.9

0.9

3.0

1.6

0.5

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩
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２ ３年前と比較した年間売上高の変化 

３年前と比較した年間売上高の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（28.9％）が最も高く、「大幅減少（20％

以上）」（22.0％）、「やや減少（20％未満）」（21.4％）の順で続く。「大幅増加（20％以上）」、「やや増加（20％

未満）」をあわせた『増加』(23.7％)は２割を超える。一方、「やや減少（20％未満）」、「大幅減少（20％以上）」

をあわせた『減少』（43.4％）は４割を超える。 

業種別にみると、食品・飲料は『増加』（41.3％）が４割を超える。他の業種に比べて材料・部品[金属]は

「大幅減少(20％以上)」(27.1％)が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は『減少』（52.9％）が５割を超える。従業者規模が大き

くなるほど「大幅増加(20％以上)」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回答した企業は「大幅増加（20％

以上）」（22.1％）が２割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は『増加』（34.6％）が高い。副都心は「ほぼ横ばい（±５％未満）」

（34.8％）が３割を超える。城南は『減少』（47.6％）が５割程度である。 

年間売上高別にみると、他の項目に比べて500万円未満と回答した企業は「大幅減少（20％以上）」（49.8％）

が約５割である。 

業務展開の最も大きな変化別にみると、変化はないと回答した企業は「ほぼ横ばい（±５％未満）」（30.7％）

が３割を超える。他の項目に比べて現状の業務の周辺分野へ展開と回答した企業は『増加』（40.7％）が高い。 
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図表Ⅱ-２-２ ３年前と比較した年間売上高の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大幅
増加

(20％以上)

やや
増加

(20％未満)

ほぼ横ばい
(±５％未満)

やや
減少

(20％未満)

大幅
減少

(20％以上)

３年前は
未創業

無回答

   n

2,590

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

311

341

522

597

393

233

83

47

37

2,169

209

39

51

86

業
種
別

従
業
者
規
模
別

7.9

17.2

7.4

8.5

6.9

6.4

4.5

8.6

13.5

7.8

3.6

7.9

14.1

14.8

15.8

22.1

11.1

8.0

8.8

6.4

7.2

8.1

5.9

9.4

3.5

1.5

3.8

7.0

12.7

16.7

20.5

27.7

21.6

6.6

16.3

5.1

19.6

15.1

15.8

24.1

20.1

11.0

14.0

16.5

13.6

16.1

20.1

11.7

9.8

16.7

25.2

23.0

34.2

26.5

23.5

13.9

13.3

15.1

14.4

13.7

15.5

19.9

2.6

7.6

13.6

18.1

22.9

22.7

37.3

25.5

24.3

15.2

24.4

17.9

19.6

7.0

28.9

21.6

31.0

33.9

27.0

31.7

30.4

26.1

24.6

35.0

29.1

31.4

26.1

26.5

23.7

25.0

28.4

34.8

28.4

30.6

26.9

25.8

31.6

26.6

20.9

28.7

31.8

32.0

32.1

26.2

21.7

23.4

27.0

30.7

21.5

15.4

21.6

14.0

21.4

24.1

15.7

16.9

24.7

21.6

21.6

19.6

20.1

25.0

22.1

21.1

18.3

25.5

18.4

22.1

19.1

20.9

21.6

20.1

24.0

25.0

21.9

20.6

19.6

24.9

24.1

21.1

19.1

22.3

16.9

17.0

18.9

22.0

20.1

20.5

7.8

18.6

22.0

9.5

21.8

21.2

24.1

19.2

27.1

25.0

16.8

17.2

30.8

19.3

13.1

4.6

6.6

4.4

14.8

19.8

23.2

24.4

21.0

22.6

22.5

19.7

49.8

34.6

23.0

18.8

9.7

7.3

2.4

6.4

5.4

21.3

15.3

35.9

25.5

40.7

0.6

0.9

0.9

2.5

0.0

0.6

0.4

0.3

1.2

0.6

1.1

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

0.0

0.5

0.8

1.2

0.3

0.0

0.7

0.3

1.5

0.6

0.7

0.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

1.0

2.6

0.0

0.0

3.4

2.6

3.1

5.9

3.4

4.0

2.5

4.3

3.7

2.8

3.4

3.3

3.3

5.6

1.3

0.0

1.9

2.7

4.3

2.7

5.4

4.6

2.7

3.1

0.3

1.5

0.6

0.7

0.5

0.0

0.0

0.0

2.7

3.6

1.4

2.6

5.9

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩

500万円未満

500万～1千万円未満

1～3千万円未満

3千万～1億円未満

1～3億円未満

3～10億円未満

10～25億円未満

25～50億円未満

50億円以上

変化はない

現状の業務の

周辺分野へ展開

最終製品の製造に着手

製造業に加え、他業種

(流通産業・サービス業等)に進出

その他

地
域
別

年
間
売
上
高
別

業
務
展
開
の

最
も
大
き
な
変
化
別

『増加』 『減少』横ばい
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３ ６年前と比較した年間売上高の変化 

６年前と比較した年間売上高の変化は、「大幅減少（20％以上）」（33.5％）が最も高く、「ほぼ横ばい（±５％

未満）」（20.1％）、「やや減少（20％未満）」（19.9％）の順で続く。「大幅増加（20％以上）」、「やや増加（20％

未満）」をあわせた『増加』(22.6％)は２割を超える。一方、「やや減少（20％未満）」、「大幅減少（20％以上）」

をあわせた『減少』（53.4％）は５割を超える。 
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図表Ⅱ-２-３ ６年前と比較した年間売上高の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大幅
増加

(20％以上)

やや
増加

(20％未満)

やや
減少

(20％未満)

大幅
減少

(20％以上)

６年前は
未創業

無回答
   n

2,590

ほぼ横ばい
(±５％未満)

8.1 14.5 20.1 19.9 33.5 1.7
2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

『増加』 『減少』
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第２節 売上高経常利益率の状況 

１ 直近決算の売上高経常利益率 

直近決算の売上高経常利益率は、「赤字（マイナス）」（38.1％）が最も高く、「０～２％未満」（22.2％）、「４

～10％未満」（13.7％）の順で続く。「０～２％未満」、「２～４％未満」、「４～10％未満」、「10％以上」をあわ

せた『黒字（プラス）』（56.3％）は５割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は『黒字（プラス）』（60.4％）が高く、紙・印刷は「赤字（マ

イナス）」（45.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「赤字（マイナス）」が高くなる傾向がみられ、１～

３人と回答した企業は「赤字（マイナス）」（46.2％）が４割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は『黒字（プラス）』（61.8％）が高く、城北は「赤字（マイナス）」

（47.1％）が高い。 

業務展開の最も大きな変化別にみると、現状の業務の周辺分野へ展開と回答した企業は『黒字（プラス）』

（61.3％）が６割を超える。 
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図表Ⅱ-２-４ 直近決算の売上高経常利益率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤字
(マイナス)

0～2％
未満

2～4％
未満

4～10％
未満

10％以上 無回答

   n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

2,169

209

39

51

86

業
種
別

従
業
者
規
模
別

38.1

45.4

31.0

42.4

33.1

45.0

35.7

38.2

34.7

33.6

39.4

46.2

38.8

28.4

21.4

15.8

10.3

37.0

40.1

37.2

37.0

43.7

39.0

47.1

33.6

37.6

35.9

46.2

37.3

50.0

22.2

17.5

23.3

23.6

24.6

21.5

18.9

25.7

21.0

18.0

25.0

22.9

23.9

22.2

18.9

17.1

10.3

19.1

23.0

24.4

21.6

19.2

20.2

21.4

25.2

23.4

18.2

17.9

19.6

8.1

11.4

9.4

16.4

10.9

12.7

10.8

14.0

9.0

14.0

7.4

12.2

8.1

10.4

17.0

19.9

14.5

26.5

16.7

8.6

9.7

13.9

8.4

13.2

7.5

10.1

11.0

14.4

10.3

17.6

12.8

13.7

11.8

12.1

7.9

12.7

11.2

19.8

15.2

12.1

17.2

13.3

7.9

13.5

16.0

25.5

42.1

36.8

19.8

11.2

12.8

13.4

12.6

12.9

15.0

14.9

13.7

17.2

5.1

13.7

10.5

9.0

11.2

8.6

10.0

7.6

5.9

7.3

6.4

12.9

17.6

7.8

8.0

8.6

12.4

11.7

9.2

11.8

6.2

13.4

8.8

8.1

9.6

9.4

6.4

10.6

8.7

11.5

7.7

7.8

14.0

5.4

4.7

8.6

5.2

9.3

5.5

4.3

5.5

5.4

6.1

2.2

6.9

4.8

3.9

2.6

1.3

4.4

1.2

3.7

7.1

6.1

6.6

5.4

2.7

5.8

5.6

2.9

12.8

3.9

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩

変化はない

現状の業務の

周辺分野へ展開

最終製品の製造に着手

製造業に加え、他業種

(流通産業・サービス業等)に進出

その他

地
域
別

業
務
展
開
の

最
も
大
き
な
変
化
別

『黒字(プラス)』
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２ ３年前と比較した経常損益の変化 

３年前と比較した経常損益の変化は、「黒字でほぼ横ばい（±５％未満）」（18.5％）が最も高く、「黒字だが

利益額は減少」（17.6％）、「赤字でほぼ横ばい（±５％未満）」（14.9％）の順で続く。「黒字が拡大（５％以上）」、

「赤字から黒字に転換」、「赤字だが損失額は縮小」をあわせた『増益』（23.1％）は２割を超える。一方、「黒

字だが利益額は減少」、「黒字から赤字に転落」、「赤字が拡大（５％以上）」をあわせた『減益』（39.1％）は約

４割である。 

業種別にみると、衣料・身の回り品は『増益』（30.2％）が３割を超える。他の業種に比べて紙・印刷は「赤

字が拡大（５％以上）」（16.8％）が高く、一般・精密機械は「黒字から赤字に転落」（10.2％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は『減益』（42.7％）が４割を超える。従業者規模が大き

くなるほど「黒字が拡大（５％以上）」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回答した企業は「黒字が拡大

（５％以上）」（30.9％）が３割を超える。 

業務展開の最も大きな変化別にみると、現状の業務の周辺分野へ展開と回答した企業は『増益』（35.5％）

が３割を超える。 
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図表Ⅱ-２-５ ３年前と比較した経常損益の変化 
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％
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３
年
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未
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無
回
答

    n

2,590

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

2,169

209

39

51

86

8.5

14.7

5.7

6.8

6.1

7.3

6.0

9.9

17.6

9.4

3.6

7.6

11.8

20.9

25.0

30.9

11.1

10.2

7.3

6.5

10.2

7.5

8.0

11.5

7.6

13.9

5.1

21.6

11.6

6.5

8.6

9.6

5.1

6.1

6.7

6.4

6.2

4.1

7.2

3.9

9.4

9.8

6.1

7.9

4.4

6.2

6.4

7.6

7.8

5.4

5.6

3.7

6.2

6.4

7.7

5.1

5.9

8.1

8.1

6.9

10.9

7.6

8.7

7.9

8.6

6.7

8.2

6.1

9.3

9.0

6.5

4.6

5.3

0.0

7.4

10.2

9.5

7.0

8.4

7.0

11.2

7.7

7.7

13.9

5.1

5.9

8.1

18.5

18.1

17.9

21.2

16.4

17.7

16.8

22.0

23.8

15.0

14.9

18.2

27.1

23.0

30.3

26.5

24.1

19.3

16.6

18.9

16.8

19.1

16.0

18.7

18.9

22.0

10.3

17.6

9.3

14.9

12.9

14.8

12.7

17.0

15.5

17.0

12.1

10.7

17.8

20.1

14.3

8.5

6.6

1.3

1.5

8.0

11.8

16.6

17.5

17.4

14.2

17.6

11.8

15.7

8.1

15.4

7.8

15.1

17.6

18.1

12.2

16.9

16.4

23.8

20.5

15.1

11.9

22.8

17.3

16.3

14.1

24.0

21.1

26.5

16.7

14.4

15.9

20.1

13.8

19.4

14.4

18.5

18.4

12.0

23.1

17.6

12.8

9.0

7.8

10.0

5.9

8.7

8.8

9.9

10.2

8.6

7.2

7.5

11.9

11.1

8.2

3.9

2.9

8.0

9.6

9.0

6.7

10.2

9.9

13.9

9.1

9.1

8.6

10.3

5.9

9.3

12.5

7.8

14.0

12.7

16.8

8.2

10.3

14.2

11.1

12.8

17.9

9.9

7.8

3.6

3.9

4.4

16.7

15.5

12.1

12.2

11.4

12.9

10.7

11.3

11.8

11.5

20.5

15.7

22.1

0.7

0.9

1.3

2.5

0.0

0.6

0.4

0.5

1.2

0.6

1.2

0.4

0.0

0.0

0.0
0.0

1.2

0.0

0.7

0.8

1.2

0.3

0.5

0.7

0.6

1.0

2.6

0.0

0.0

3.6

4.3

3.5

8.5

3.9

3.4

4.1

3.0

2.9

1.1

4.3

3.1

3.3

3.1

1.3

2.9

0.6

2.7

4.7

2.6

5.4

4.0

3.7

4.6

3.7

1.4

2.6

2.0

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

都心

副都心

城東都心近接

城東周辺

城西

城南

城北

多摩

変化はない

現状の業務の

周辺分野へ展開

最終製品の製造に着手

製造業に加え、他業種

(流通産業・サービス業等)に進出

その他
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別
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化
別

『横ばい』 『減益』
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別
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第３節 取引先（顧客）の状況 

１ 取引先（顧客）の件数 

取引先（顧客）の件数は、「４件以下」（20.5％）が最も高く、「５～９件」（20.0％）、「20～49件」（17.8％）

の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「100 件以上」（27.6％）が３割程度である。衣料・身の回り品は「４件以

下」（30.1％）が３割を超える。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は『９件以下』（61.6％）が６割を超える。従業者規模が

大きくなるほど「100件以上」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回答した企業は「100件以上」（66.2％）

が６割を超える。 

地域別にみると、都心は『50 件以上』（48.8％）が５割程度である。他の地域に比べて城南は「４件以下」

（25.3％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は『20件以上』

（57.9％）が６割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「20～49件」（19.4％）、「50～99件」（11.2％）、

100件以上（17.2％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「４件以下」

（23.0％）、「５～９件」（22.0％）が増加、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-２-６ 取引先（顧客）の件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4件以下 5～9件 10～19件 20～49件 50～99件 100件以上 無回答

     n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

614

748

1,124

1,461

988

600

866

1,013

20.5

23.7

12.1

30.1

21.2

11.2

16.2

23.4

26.9

26.6

18.3

34.0
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7.2

7.7

2.6

2.9

9.3

14.4

17.3

23.0
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10.3
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21.0
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18.9
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9.5

5.6

3.9

2.9

14.2

16.6

19.0

24.4

15.0
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22.0
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17.2

15.3
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18.0
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9.7
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19.7
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18.8

16.2

16.7
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16.0

18.7

18.1

17.6

9.3

9.7

10.3

6.6

8.5

10.8

11.3

8.6

7.5

8.6

10.6
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7.0
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18.0
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17.6
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6.5
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12.6

16.6

13.7

22.3

13.1

9.3

17.2

9.0

18.5
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11.7
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0.8

0.9
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0.8
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２ 主要取引先（顧客）の所在地 

主要取引先（顧客）の所在地（複数回答）は、「東京23区」（78.5％）が最も高く、「埼玉・神奈川・千葉の

各県」（43.2％）、「関東地域以外の国内」（28.0％）の順で続く。 

業種別にみると、紙・印刷は「東京23区」（91.7％）が９割を超える。他の業種に比べて一般・精密機械は「埼

玉・神奈川・千葉の各県」（54.6％）が高く、電機・電子は「多摩・島しょ地域」（20.5％）、「関東地域以外の国

内」（44.3％）、「海外」(7.8％)が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「茨城・栃木・群馬の各県」、「関東地域以外の国内」、

「海外」が高くなる傾向がみられる。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は「茨城・栃木・群馬の各県」（27.2％）、「関東地域以外の国内」

（42.0％）、「海外」（11.1％）が高い。多摩は「多摩・島しょ地域」（51.3％）が５割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「多摩・島しょ

地域」（15.3％）、「埼玉・神奈川・千葉の各県」（47.1％）、「茨城・栃木・群馬の各県」（27.0％）、「関東地域以

外の国内」（36.2％）、「海外」（5.5％）が横ばい、減少と回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「多摩・島しょ地域」（14.2％）、「埼玉・神奈

川・千葉の各県」（45.7％）、「茨城・栃木・群馬の各県」（23.5％）、「関東地域以外の国内」（31.4％）、「海外」（4.9％）

が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「多摩・島しょ地域」

（13.8％）、「埼玉・神奈川・千葉の各県」（45.0％）、「茨城・栃木・群馬の各県」（21.7％）、「関東地域以外の国

内」（32.7％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-２-７ 主要取引先（顧客）の所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）多摩・島しょ地域は、前回調査では多摩地域。 

 

東

京

23

区
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・

千
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の

各

県

茨

城

・

栃

木

・

群

馬

の

各

県

関

東

地

域

以

外

の

国

内

海

外

無

回

答

   ｎ

78.5 13.1 43.2 20.0 28.0 3.6 1.5 2,590

76.4 19.1 42.6 16.5 26.6 4.4 0.4 2,527

 食品・飲料 81.0 15.5 44.0 23.3 31.9 5.2 0.0 116

 衣料・身の回り品 90.4 6.6 20.5 11.4 22.3 3.1 0.9 229

 住宅・建物 81.4 15.3 43.2 12.7 14.4 0.0 2.5 118

 紙・印刷 91.7 10.1 29.4 10.7 14.4 1.0 1.2 507

 材料・部品［非金属］ 80.2 13.7 50.3 32.0 40.2 7.0 2.1 328

 材料・部品［金属］ 74.3 11.1 49.5 17.5 20.5 1.8 2.1 487

 一般・精密機械 66.7 17.2 54.6 25.3 39.2 5.4 1.6 372

 電機・電子 63.5 20.5 50.0 26.6 44.3 7.8 0.8 244

 その他 76.1 13.9 47.8 24.4 33.9 2.8 1.1 180

 1～3人 79.7 10.1 35.0 9.3 15.8 0.8 2.4 1,162

 4～9人 79.4 14.0 48.1 22.3 30.1 2.9 0.8 748

 10～20人 76.5 19.9 49.3 32.4 43.5 6.2 0.3 306

 21～50人 71.4 14.8 53.1 36.7 46.9 7.7 0.5 196

 51～99人 78.9 11.8 50.0 39.5 51.3 18.4 1.3 76

 100人以上 80.9 22.1 69.1 48.5 63.2 19.1 0.0 68

 都心 82.7 11.1 42.6 27.2 42.0 11.1 1.2 162

 副都心 90.4 11.2 35.8 18.7 31.0 5.9 0.0 187

 城東都心近接 90.5 3.6 35.3 17.3 24.9 1.4 1.2 422

 城東周辺 85.7 2.3 40.5 18.3 19.2 1.1 1.8 657

 城西 79.6 10.2 44.3 23.4 35.3 6.6 4.2 167

 城南 73.9 7.5 54.6 23.1 36.8 4.0 1.9 372

 城北 82.9 5.9 49.2 23.5 24.1 4.8 1.6 187

 多摩 49.9 51.3 45.8 18.0 30.0 4.1 0.5 417

 増加 78.8 15.3 47.1 27.0 36.2 5.5 0.5 614

 横ばい 80.6 12.7 43.0 20.2 27.8 3.9 0.5 748

 減少 77.9 12.3 41.6 16.4 23.8 2.4 1.4 1,124

 黒字(プラス) 78.5 14.2 45.7 23.5 31.4 4.9 0.8 1,461

 赤字(マイナス) 79.4 11.7 41.3 15.3 24.1 1.9 1.2 988

 増益 77.3 13.8 45.0 21.7 32.7 3.5 0.8 600

 横ばい 80.1 11.8 43.4 21.6 26.6 4.0 1.3 866

 減益 78.8 13.6 43.3 18.3 27.0 3.5 0.8 1,013

 今回調査（全体）

 前回調査
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３ 年間売上高第１位の取引先（顧客）の属性 

年間売上高第１位の取引先（顧客）の属性は、「中小・零細メーカー」（28.9％）が最も高く、「大手メーカ

ー」（16.9％）、「中堅メーカー」（16.8％）の順で続く。 

業種別にみると、住宅・建物は「中小・零細メーカー」（40.7％）が４割を超える。電機・電子は「大手メ

ーカー」（31.6％）が３割を超える。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「中小・零細メーカー」が高くなる傾向がみられ、１

～３人と回答した企業は「中小・零細メーカー」（39.3％）が約４割である。100人以上と回答した企業は「大

手メーカー」（54.4％）が５割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「中小・零細

メーカー」（32.1％）、「小売業」（7.9％）が増加、横ばいと回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「大手メーカー」（20.3％）、「中堅メーカ

ー」（18.5％）、「卸売業・代理店・商社」（15.4％）、「官公庁・大学等」（2.2％）が赤字（マイナス）と回答し

た企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「大手メーカー」

（21.2％）、「中堅メーカー」（18.2％）、「卸売業・代理店・商社」（15.7％）、「サービス業」（4.2％）が横ばい、

減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-２-８ 年間売上高第１位の取引先（顧客）の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大手
メーカー

中堅
メーカー

中小・
零細
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卸売業・
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サービス
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官公庁・
大学等

その他 無回答

   n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748
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196

76

68

614

748
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４ 年間売上高第１位の取引先（顧客）への売上依存度 

年間売上高第１位の取引先（顧客）への売上依存度は、「20～40％未満」（27.0％）が最も高く、「10～20％」

（17.3％）、「40～60％」（16.1％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は『40％未満』(64.6％)が６割を超える。他の業種に比べて一般・精密機械は

「40～60％未満」（18.5％）、「80％以上」（20.4％）が高い。 

従業者規模別にみると、100人以上と回答した企業は『20％未満』(57.4％)が６割程度である。 

年間売上高第１位の取引先（顧客）の属性別にみると、サービス業と回答した企業は『40％未満』（69.9％）

が約７割である。 
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図表Ⅱ-２-９ 年間売上高第１位の取引先（顧客）への売上依存度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10％未満
10～20％

未満
20～40％

未満
40～60％

未満
60～80％

未満
80％以上 無回答

  n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

437

434

748

362

184

83

51
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種
別
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業
者
規
模
別

8.3

8.0

19.8

9.2

10.2

9.7

7.9

4.7

6.2

7.4

11.1

5.4

7.9

10.8

12.2

19.7

25.0

7.3

4.8

5.1

9.7

13.0

22.9

7.8

17.6

17.3

16.1

26.7

13.5

17.8

21.7

16.8

15.6

12.6

13.9

22.8

11.1

17.9

24.5

30.1

30.3

32.4

14.0
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５ ３年前における年間売上高第１位の取引先（顧客）への売上依存度 

３年前における年間売上高第１位の取引先（顧客）への売上依存度は「20～40％未満」（25.6％）が最も高

く、「10～20％未満」（17.8％）、「40～60％未満」（16.0％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は『20％未満』（44.8％）が４割を超える。他の業種に比べて一般・精密機械

は「40～60％未満」（19.4％）、「60～80％未満」（18.5％）、「80％以上」（18.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど『20％未満』が高くなる傾向がみられ、100人以上と

回答した企業は『20％未満』（58.9％）が６割程度である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「20～40％未

満」（28.2％）が３割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は『40％未満』（56.4％）が赤字（マイナス）

と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減益と回答した企業は「40～60％未

満」（17.2％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-２-１０ ３年前における年間売上高第１位の取引先（顧客）への売上依存度 
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６ 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（価格） 

年間売上高第１位の取引先（顧客）との価格決定に関する関係は、「主として自企業が決める」（42.4％）が

最も高く、「交渉次第」（37.6％）、「主として取引先（顧客）が決める」（18.0％）の順である。 

業種別にみると、食品・飲料は「主として自企業が決める」（50.0％）が５割である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「主として取引先（顧客）が

決める」（20.6％）、「交渉次第」（63.2％）が高い。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)の属性別にみると、他の項目に比べて小売業と回答した企業は「主として

自企業が決める」（58.7％）が高く、サービス業と回答した企業は「交渉次第」（47.0％）が高い。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)への売上依存度別にみると、売上依存度が大きくなるほど「主として取引

先（顧客）が決める」が高くなる傾向がみられ、売上依存度が 80％以上と回答した企業は「主として取引先

（顧客）が決める」（29.9％）が約３割である。 
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図表Ⅱ-２-１１ 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（価格） 
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７ 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（納期） 

年間売上高第１位の取引先（顧客）との納期決定に関する関係は、「主として取引先（顧客）が決める」（49.1％）

が最も高く、「交渉次第」（27.6％）、「主として自企業が決める」（19.1％）の順である。 

業種別にみると、他の業種に比べて住宅・建物は「主として取引先（顧客）が決める」（55.9％）が高い。 

従業者規模別にみると、100人以上と回答した企業は「主として取引先（顧客）が決める」（60.3％）が６割

を超える。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)の属性別にみると、他の項目に比べて小売業と回答した企業は「主として

自企業が決める」（35.9％）が高く、サービス業と回答した企業は「交渉次第」（33.7％）が高い。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)への売上依存度別にみると、売上依存度が小さくなるほど「主として自企

業が決める」が高くなる傾向がみられ、売上依存度が 10％未満と回答した企業は「主として自企業が決める」

（35.8％）が３割を超える。 
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図表Ⅱ-２-１２ 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（納期） 
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８ 取引における強み 

取引において強みと感じていること（複数回答）は、「取引先（顧客）との信頼関係」（68.1％）が最も高く、

「短納期」（32.4％）、「取引先（顧客）との近接性」（31.5％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「取引先（顧客）との近接性」（35.3％）、「製品開発力」

(17.2％)、「自社製品」（40.5％）、「自社ブランド」（18.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「低価格」（18.8％）が高い。

従業者規模が大きくなるほど「高品質」、「量産能力」、「自社ブランド」が高くなる傾向がみられる。 

地域別にみると、他の地域に比べて城南は「高品質」（33.3％）、「短納期」（37.4％）、「低価格」（21.2％）

が高い。 

創業時期別にみると、他の創業時期に比べて 1950年以前と回答した企業は「取引先（顧客）との信頼関係」

（72.7％）、「営業力」（13.1％）、「充実した生産設備」（10.6％）、「高品質」（38.7％）、「多品種小ロット対応」

（37.9％）、「量産能力」（12.4％）、「加工技術」（34.8％）、「自社製品」（27.7％）、「自社ブランド」（15.2％）

が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「低価格」

（20.8％）が増加、横ばいと回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「取引先(顧客)との信頼関係」（72.6％）

が７割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「低価格」（19.8％）、

「加工技術」（32.2％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-２-１３ 取引における強み 
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31.5 68.1 12.0 9.0 9.7 4.4 9.7 6.2 27.8 32.4 17.6 29.2 8.3 30.6 13.8 17.1 7.6 7.6 1.0 3.5 1.5 2,590

 前回調査 29.5 66.9 12.9 10.2 9.9 4.8 11.5 5.9 28.5 33.2 17.9 26.0 7.5 35.8 14.2 15.0 8.8 7.1 0.9 4.7 0.3 2,527

 食品・飲料 35.3 65.5 13.8 10.3 12.1 6.9 17.2 6.0 27.6 18.1 14.7 24.1 6.0 10.3 8.6 40.5 18.1 3.4 1.7 6.0 1.7 116

 衣料・身の回り品 28.8 62.9 17.9 7.9 12.2 3.5 10.9 5.2 22.3 25.3 12.7 32.3 9.6 32.8 14.0 19.7 11.4 5.7 1.7 4.4 2.2 229

 住宅・建物 31.4 73.7 14.4 6.8 7.6 0.8 7.6 2.5 25.4 18.6 5.9 12.7 8.5 31.4 12.7 18.6 1.7 12.7 1.7 3.4 0.8 118

 紙・印刷 34.7 71.0 10.3 13.4 3.0 0.8 2.6 7.5 25.0 43.0 19.5 27.0 6.7 20.3 7.3 6.7 3.2 7.5 1.0 3.4 1.2 507

 材料・部品［非金属］ 34.1 70.1 11.3 12.8 10.1 6.1 12.8 8.2 30.5 31.1 16.2 29.0 9.5 33.5 14.0 25.9 10.1 3.7 0.9 3.7 1.2 328

 材料・部品［金属］ 30.6 65.3 6.4 4.5 7.2 1.2 5.3 5.5 28.3 39.2 22.4 33.5 8.8 43.7 10.1 9.7 4.1 4.1 0.6 3.1 1.4 487

 一般・精密機械 32.0 70.7 13.7 8.9 13.2 6.5 11.8 7.5 29.0 29.3 22.0 33.6 9.9 36.8 18.5 16.7 8.6 11.6 0.8 3.5 1.3 372

 電機・電子 25.4 69.7 13.1 7.0 18.0 11.1 16.4 4.9 31.6 29.5 14.8 29.5 9.0 20.1 23.0 21.7 7.4 11.9 1.2 2.5 1.2 244

 その他 28.3 60.6 18.3 6.7 12.8 8.3 17.2 2.8 30.6 23.3 12.2 23.9 4.4 30.0 23.3 26.7 15.0 12.2 0.0 3.9 2.2 180

 1～3人 27.3 60.8 7.7 4.0 7.8 2.8 5.4 2.1 18.1 28.1 18.8 21.7 2.9 30.6 11.2 11.7 3.8 5.7 1.2 5.5 2.8 1,162

 4～9人 35.8 72.2 13.9 7.4 10.7 4.9 12.2 5.6 32.2 37.8 18.0 33.7 10.0 32.4 14.6 18.2 8.8 7.9 0.3 2.4 0.4 748

 10～20人 35.3 77.5 16.3 16.0 12.4 5.6 14.4 8.5 38.2 38.9 18.0 35.3 13.1 30.7 16.3 20.6 9.2 9.8 1.3 1.3 0.0 306

 21～50人 36.7 76.5 20.4 20.4 12.2 6.6 14.3 16.8 38.8 33.7 14.3 40.3 13.8 28.6 18.4 27.0 15.3 11.2 2.0 0.5 0.5 196

 51～99人 31.6 77.6 18.4 19.7 9.2 10.5 11.8 21.1 40.8 19.7 6.6 35.5 22.4 25.0 18.4 35.5 15.8 13.2 0.0 0.0 1.3 76

 100人以上 26.5 77.9 11.8 30.9 10.3 7.4 14.7 20.6 54.4 26.5 17.6 33.8 25.0 25.0 20.6 33.8 20.6 11.8 0.0 0.0 0.0 68

 都心 34.0 73.5 21.6 19.8 4.3 7.4 13.0 12.3 30.9 30.2 16.7 27.2 8.0 17.3 14.2 33.3 19.8 11.7 1.9 1.2 0.6 162

 副都心 30.5 64.7 13.4 11.2 9.6 3.2 10.2 3.7 30.5 29.4 12.8 21.9 5.3 18.2 11.8 17.6 9.6 10.2 0.5 2.7 1.1 187

 城東都心近接 31.0 66.4 12.1 7.1 9.2 4.0 8.8 5.5 26.1 29.6 13.3 28.9 7.3 38.4 13.5 16.4 8.5 6.2 0.9 4.5 2.8 422

 城東周辺 32.1 66.1 9.7 8.1 8.2 2.6 7.6 5.5 23.7 32.6 18.6 30.3 7.3 34.1 9.6 14.0 5.2 4.7 1.1 4.1 1.2 657

 城西 29.9 66.5 15.6 7.2 10.8 6.6 12.0 3.0 26.9 24.0 18.0 21.6 2.4 21.6 19.2 23.4 7.2 10.2 2.4 1.8 1.2 167

 城南 29.6 73.4 7.8 7.3 11.3 4.3 9.4 7.3 33.3 37.4 21.2 30.1 8.9 34.4 13.2 12.9 4.8 4.3 0.5 3.2 1.6 372

 城北 29.4 65.8 13.4 8.6 10.7 7.0 9.6 7.0 32.1 34.8 17.6 31.0 10.7 31.0 19.8 16.6 6.4 9.6 0.0 2.1 1.6 187

 多摩 34.8 69.8 12.9 9.6 12.7 5.0 12.0 6.7 27.6 34.8 19.4 32.4 12.2 28.3 17.7 18.0 8.2 12.0 1.0 3.8 1.0 417

 1950年以前 34.8 72.7 13.8 13.1 9.2 5.7 8.9 10.6 38.7 27.3 15.6 37.9 12.4 34.8 14.5 27.7 15.2 9.9 1.8 3.2 0.4 282

 1951～1960年 26.9 67.1 9.5 10.9 9.0 3.8 8.4 8.4 26.6 32.1 19.8 31.0 9.2 29.9 16.8 17.7 7.9 6.5 0.3 2.4 1.4 368

 1961～1970年 35.0 68.1 10.8 6.6 9.6 3.2 9.6 5.3 29.1 33.8 14.9 31.9 8.1 31.2 12.5 17.4 6.4 5.5 0.6 4.5 2.3 529

 1971～1980年 28.9 72.5 9.7 7.5 8.9 3.1 7.8 5.0 26.9 36.9 20.0 30.8 8.1 31.1 12.2 13.3 5.6 8.1 0.8 2.5 1.1 360

 1981～1990年 31.9 67.8 10.6 9.3 7.6 2.7 7.1 5.4 24.5 35.1 19.9 27.0 7.6 33.5 12.0 10.6 5.2 6.8 1.1 3.8 1.1 367

 1991～2000年 33.0 67.4 13.8 7.3 9.6 6.0 14.2 6.9 25.7 37.6 18.3 25.2 5.5 29.8 11.9 16.5 6.0 5.5 1.4 3.7 1.8 218

 2001～2010年 27.1 58.5 16.5 12.2 13.8 7.4 14.4 4.3 24.5 27.7 17.6 22.3 9.0 25.0 17.0 21.3 9.0 10.1 2.1 2.1 2.7 188

 2011年以降 36.7 69.2 21.9 8.9 18.3 8.9 15.4 1.8 28.4 23.7 10.7 23.1 4.1 26.6 15.4 19.5 10.1 12.4 1.2 3.0 0.6 169

 増加 33.7 78.3 18.2 15.5 13.8 6.5 15.0 9.3 38.6 33.7 14.3 33.2 13.0 31.1 19.4 20.0 11.1 9.9 0.3 1.6 0.8 614

 横ばい 30.7 69.0 11.2 8.6 9.2 4.3 8.4 4.9 25.1 33.6 16.2 29.9 7.6 31.0 12.4 18.0 7.4 8.4 1.1 2.5 0.7 748

 減少 30.5 62.3 8.7 5.5 7.6 3.1 7.3 5.2 23.2 31.3 20.8 26.5 6.4 29.5 11.2 15.0 5.5 5.8 1.2 5.1 1.9 1,124

 黒字(プラス) 32.2 72.6 14.0 12.0 10.5 4.7 11.1 7.4 30.1 32.7 16.2 30.1 9.8 32.8 14.8 18.5 8.7 8.4 1.0 2.1 0.9 1,461

 赤字(マイナス) 31.0 62.7 9.8 4.9 8.6 4.1 7.7 4.8 24.2 32.7 19.9 28.5 6.3 27.2 12.0 15.4 6.2 6.5 1.0 5.2 1.4 988

 増益 33.7 71.2 15.2 11.5 10.3 5.5 13.0 8.5 32.5 34.2 14.0 33.3 11.3 30.0 16.0 19.8 11.5 8.8 0.3 2.2 0.7 600

 横ばい 30.7 69.7 11.8 10.4 10.5 4.5 8.8 6.0 26.7 32.0 18.0 28.3 7.3 29.1 14.3 15.2 6.6 8.5 1.4 3.5 1.2 866

 減益 31.9 65.8 10.4 6.4 8.6 3.6 8.4 5.0 25.3 32.8 19.8 27.8 7.4 32.2 12.1 17.4 6.2 5.8 1.0 4.1 1.3 1,013
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第４節 系列取引 

１ 系列取引の状況 

系列取引の状況は、「系列取引はない」（82.4％）が最も高く、「系列取引をしている」（12.2％）、「以前はし

ていたが今はない」（2.0％）の順である。 

業種別にみると、他の業種に比べて電機・電子は「系列取引をしている」（14.8％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「系列取引をしている」が高くなる傾向がみられ、100

人以上と回答した企業は「系列取引をしている」(20.6％)が２割を超える。 
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図表Ⅱ-２-１４ 系列取引の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）本調査では、系列取引を「有力企業の下に形成された長期的な取引関係(原材料や部品等の供給、製品販売等)」と定義した。 

 

系列取引をしている
以前はしていたが

今はない
系列取引はない 無回答

  n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748
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76

68

業
種
別
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業
者
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模
別

12.2

16.5

10.3

10.5

7.6

11.0
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14.4

10.8

11.2

13.4

17.3

18.4

20.6

2.0

2.1

0.0

3.5

2.5

1.4

1.2

2.7

2.4

2.0

0.6
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0.5
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0.0

82.4

78.7
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81.7
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0.0
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今回調査
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前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上
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２ 年間売上高に占める系列取引の割合 

年間売上高に占める系列取引の割合は、「80％以上」（24.7％）が最も高く、「60～80％未満」（19.0％）、「20％

未満」（18.7％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「20～40％未満」（33.3％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人以上と回答した企業は『60％以上』(48.4％)が高

い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「20％未満」

（28.0％）が３割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「20～40％未満」（23.0％）、「40～60％未

満」（16.4％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「60～80％未満」

（19.8％）、「80％以上」（26.7％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-２-１５ 年間売上高に占める系列取引の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）系列取引の状況 (図表Ⅱ-2-14)で「系列取引をしている」とした企業のみを集計。 

20％未満
20～40％

未満
40～60％
未満

60～80％
未満

80％以上 無回答

    n

316

416

12

24

9

56

44

68

39
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26

126

84

41

34

14

14
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業
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別

従
業
者
規
模
別

18.7

16.3
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16.7

11.1

21.4
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7.7

19.4

23.1

15.1

19.0

24.4

20.6

35.7

14.3

28.0

12.5
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18.6

19.7

20.3

16.7

19.8
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17.3

33.3

12.5

11.1

16.1

29.5

19.1

10.3

11.1

19.2

16.7

13.1

24.4

17.6

21.4

35.7

22.0

23.9

11.1

23.0

10.3

16.2

19.6

16.8

14.9

14.7

0.0

20.8

11.1

19.6

9.1

11.8

10.3

19.4

23.1

14.3

17.9

12.2

11.8

14.3

14.3

12.2

20.5

12.6

16.4

13.7

18.9

16.7

11.5

19.0

13.7

16.7

16.7
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17.9

13.6

23.5

28.2
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20.6

0.0
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14.6

15.9
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16.9

22.2

16.2

19.6

19.8

24.7

32.7

33.3

33.3

44.4

19.6

25.0

14.7

35.9

30.6

15.4

27.0

27.4

14.6

23.5

28.6

14.3

19.5

22.7

28.9

20.2

29.1

24.3

22.5
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5.1

5.3

0.0

0.0

0.0
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2.3
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住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上
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３ ３年前と比較した系列取引による年間売上高の変化 

３年前と比較した系列取引による年間売上高の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（46.2％）が最も高く、

「やや減少（20％未満）」（17.7％）、「大幅減少（20％以上）」（16.1％）の順で続く。「やや減少（20％未満）」

と 「大幅減少（20％以上）」をあわせた『減少』（33.8％）は３割を超える。一方、「大幅増加（20％以上）」

と 「やや増加（20％未満）」をあわせた『増加』（15.8％）は１割を超える。 

業種別にみると、衣料・身の回り品は『減少』（45.8％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて100人以上と回答した企業は『増加』(28.5％)が高い。 

年間売上高に占める系列取引の割合別にみると、他の項目に比べて系列取引の割合が20％未満と回答した

企業は「ほぼ横ばい（±５％未満）（54.2％）が高い。 
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図表Ⅱ-２-１６ ３年前と比較した系列取引による年間売上高の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）系列取引の状況 (図表Ⅱ-2-14)で「系列取引をしている」とした企業のみを集計。 

大幅増加
(20％以上)

やや増加
(20％未満)

ほぼ
横ばい

(±5％未満)

やや減少
(20％未満)

大幅減少
(20％以上)

３年前は
系列取引を
していない

３年前は
未創業

無回答

      n

316

12

24

9

56

44

68

39

36

26

126

84

41

34

14

14

59

56

47

60

78

業
種
別

従
業
者
規
模
別

2.2

8.3

0.0

0.0

5.4

2.3

1.5

0.0

2.8

0.0

1.6

2.4

0.0

5.9

0.0

7.1

0.0

3.6

2.1

1.7

3.8

13.6

8.3

16.7

0.0

12.5

13.6

11.8

17.9

16.7

11.5

10.3

11.9

22.0

14.7

14.3

21.4

15.3

16.1

14.9

13.3

9.0

46.2

50.0

25.0

66.7

46.4

47.7

51.5

38.5

47.2

53.8

42.9

44.0

48.8

55.9

57.1

50.0

54.2

46.4

51.1

41.7

46.2

17.7

16.7

20.8

11.1

19.6

18.2

20.6

15.4

13.9

15.4

19.0

17.9

14.6

14.7

28.6

14.3

13.6

25.0

12.8

21.7
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第３章  競争力強化への取組 

第１節 経営に対する考え方 

１ 経営において重視している事項 

経営において重視している事項（複数回答）は、「持続的経営」（63.1％）が最も高く、「利益の拡大」（53.0％）、 

「従業員の成長・幸福」（37.5％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「規模の拡大」（12.9％）、「知名度の向上」（16.4％）、

「地域や社会への貢献」（23.3％）、「業界の発展」（19.0％）、「企業理念等の実現」（14.7％）が高い。

電機・電子は「技術の向上・革新・継承」（50.4％）が５割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「規模の拡大」（23.5％）、

「知名度の向上」（17.6％）、「地域や社会への貢献」（38.2％）、「従業員の成長・幸福」（67.6％）、「企

業理念等の実現」（30.9％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「持続的経営」

（70.7％）が７割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字(プラス)と回答した企業は「技術の向上・革新・継承」（41.7％）、「雇

用の維持」（41.5％）、「従業員の成長・幸福」（43.4％）が４割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「持続的経営」

（68.7％）が７割程度、「利益の拡大」（60.0％）が６割である。 
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図表Ⅱ-３-１ 経営において重視している事項 
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6.4 53.0 8.4 37.0 15.9 11.9 63.1 36.9 37.5 8.1 3.7 4.2 2,590

6.5 48.6 8.2 40.7 15.1 11.5 67.7 37.3 35.8 7.4 3.6 2.0 2,527

 食品・飲料 12.9 51.7 16.4 31.0 23.3 19.0 65.5 39.7 42.2 14.7 2.6 5.2 116

 衣料・身の回り品 3.9 46.3 7.0 29.3 11.4 11.8 55.0 30.6 28.4 7.0 4.8 4.8 229

 住宅・建物 5.9 48.3 7.6 33.9 10.2 10.2 60.2 27.1 21.2 5.9 6.8 5.1 118

 紙・印刷 5.7 55.0 8.1 24.1 15.6 9.1 64.7 39.3 33.9 5.7 4.9 4.5 507

 材料・部品［非金属］ 7.3 57.9 9.1 37.8 16.8 16.5 70.1 40.2 39.3 9.5 2.1 1.8 328

 材料・部品［金属］ 4.3 50.7 6.0 38.0 14.6 10.3 60.0 33.3 38.8 5.5 2.9 5.7 487

 一般・精密機械 7.0 57.0 7.8 48.9 18.0 10.8 64.0 37.9 40.9 9.4 3.2 3.2 372

 電機・電子 9.4 54.5 10.2 50.4 17.2 8.6 63.1 44.3 46.3 11.1 2.0 3.3 244

 その他 6.1 46.1 10.0 42.2 17.8 18.9 62.8 33.9 41.1 11.7 5.0 5.0 180

 1～3人 2.3 39.2 5.0 24.0 10.7 8.3 54.6 12.9 14.3 2.9 6.7 7.7 1,162

 4～9人 6.6 58.4 10.3 40.8 15.2 13.2 66.8 49.9 49.5 6.6 1.2 1.7 748

 10～20人 9.8 69.3 9.8 54.9 21.2 15.7 72.9 64.4 67.3 15.0 1.0 0.3 306

 21～50人 13.3 68.4 12.8 57.7 28.6 20.4 78.1 67.3 64.8 21.9 1.0 2.0 196

 51～99人 19.7 81.6 15.8 53.9 27.6 18.4 75.0 64.5 60.5 21.1 1.3 1.3 76

 100人以上 23.5 79.4 17.6 52.9 38.2 13.2 69.1 58.8 67.6 30.9 0.0 0.0 68

 増加 10.7 65.3 12.2 49.7 18.7 14.2 70.7 50.5 52.9 13.0 2.1 1.5 614

 横ばい 5.1 49.1 7.4 36.0 16.2 11.2 63.1 34.4 37.8 7.5 3.3 3.7 748

 減少 5.1 49.1 7.1 31.0 13.8 11.1 58.4 31.2 29.2 5.7 4.8 5.6 1,124

 黒字（プラス） 7.7 55.7 8.8 41.7 17.4 12.2 67.0 41.5 43.4 10.1 3.3 2.8 1,461

 赤字（マイナス） 5.0 51.2 8.5 30.5 14.1 12.0 59.0 31.8 30.8 5.8 3.9 4.7 988

 増益 9.2 60.0 11.7 45.0 20.0 14.5 68.7 47.3 46.5 11.2 2.8 2.3 600

 横ばい 5.8 48.8 7.6 35.5 14.7 11.0 60.3 35.7 36.4 7.6 3.8 3.8 866

 減益 5.7 54.2 7.5 34.1 14.6 12.0 62.9 33.1 34.6 7.0 3.8 4.3 1,013
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２ 今後の事業の方向性 

今後の事業展開の方向性は、「現在の業務を維持していきたい」（56.7％）が最も高く、「現状の業務の周辺

分野へ展開したい」（9.5％）、「現在の業務の中で得意分野に特化していきたい」（8.8％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて住宅・建物は「廃業の予定」（17.8％）が高く、電機・電子は「現在の

業務の中で得意分野に特化していきたい」（14.8％）、「現状の業務の周辺分野へ展開したい」（13.9％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「現在の業務の中で得意分野

に特化していきたい」（20.6％）、「現状の業務の周辺分野へ展開したい」（25.0％）、「製造業の既存分野に加え、

他業種(流通産業、サービス業等)に進出したい」（2.9％）が高い。 

代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が低くなるほど「現在の業務の中で得意分野に特化していきたい」、

「現状の業務の周辺分野へ展開したい」、「製造業の既存分野に加え、製造業の新分野に進出したい」、「製造業

の既存分野に加え、他業種(流通産業、サービス業等)に進出したい」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「現在の業務

の中で得意分野に特化していきたい」（14.2％）、「現状の業務の周辺分野へ展開したい」（14.8％）、「製造業の

既存分野に加え、他業種(流通産業、サービス業等)に進出したい」（3.1％）が横ばい、減少と回答した企業に

比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「現在の業務を維持していきたい」（59.5％）

が約６割である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「廃業の予定」

（11.5％）が１割を超える。 
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図表Ⅱ-３-２ 今後の事業の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現
在
の
業
務
を

維
持
し
て
い
き
た
い

現
在
の
業
務
の
中
で
得

意
分
野
に
特
化
し
て
い

き
た
い

現
状
の
業
務
の
周
辺

分
野
へ
展
開
し
た
い

製
造
業
の
既
存
分
野
に

加
え
、

製
造
業
の
新
分

野
に
進
出
し
た
い

製

造
業
の
既

存
分
野
に

加

え
、

他
業
種
（

流
通
産

業
、

サ
ー

ビ
ス
業

等
）

に
進

出
し

た

い
そ
の
他

廃
業
の
予
定

ま
だ
決
め
て
い
な
い

無
回
答

     n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

255

740

725

852

614

748

1,124

1,461

988

600

866

1,013

56.7

57.8

56.0

52.0

59.3

55.4

60.1

58.7

56.2

50.0

63.3

54.0

63.1

53.9

56.6

55.3

47.1

51.0

60.4

57.4

54.2

56.0

62.6

52.8

59.5

52.7

54.2

59.0

56.8

8.8

8.0

12.1

9.2

5.1

7.9

9.1

7.2

8.9

14.8

7.8

4.4

10.6

13.1

15.3

10.5

20.6

15.7

10.3

7.7

6.6

14.2

6.8

7.9

9.0

8.9

13.0

7.2

8.2

9.5

10.3

8.6

10.5

4.2

10.8

10.1

7.2

9.4

13.9

7.8

3.8

9.2

20.3

17.9

23.7

25.0

16.5

11.2

9.4

6.1

14.8

8.2

7.1

11.2

7.0

14.2

8.7

7.3

2.6

3.5

0.0

0.9

0.0

2.0

2.4

2.9

5.1

4.9

1.7

1.2

2.7

4.9

5.6

6.6

2.9

3.9

2.7

2.5

2.3

3.1

3.1

2.2

2.8

2.4

3.3

2.2

2.6

1.8

1.9

5.2

2.2

1.7

2.0

2.1

0.8

1.9

1.2

1.7

1.5
1.7

2.6

2.0

2.6

2.9

5.1

2.2

1.7

0.7

3.1

1.3

1.3

1.8

2.0

2.3

1.5
1.8

0.6

0.1

0.9

1.3

0.0

0.4

0.0

0.4

0.8

1.6

0.0

0.6

0.7

0.3

0.5

0.0

1.5

0.8

0.8
0.6

0.4

0.7

0.8

0.4

0.7

0.5

0.5
0.7

0.6

8.7

9.1

3.4

11.8

17.8

8.9

6.1

10.1

9.1

4.1

7.8

16.8

3.7

0.3

0.0

0.0

0.0

0.4

3.0

10.1

15.1

2.6

7.1

13.2

6.4

12.3

4.5

8.5

11.5

6.8

6.7

6.9

7.4

4.2

7.9

7.3

8.8

4.0

5.7

5.6

11.0

4.9

2.6

0.5

0.0

0.0

3.9

6.4

8.0

7.0

3.3

6.6

9.3

4.9

9.6

4.5

7.7

7.0

4.4

2.8

6.9

4.8

7.6

4.7

2.7

3.9

4.6

3.7

4.4

6.6

3.3

2.0

1.5

1.3

0.0

2.7

3.1

2.8

7.5

2.3

3.6

5.8

3.7

4.5

3.5

4.5

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

前回調査

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

50歳未満

50歳代

60歳代

70歳以上

増加

横ばい

減少

黒字(プラス)

赤字(マイナス)

増益

横ばい

減益

業
種
別

従
業
者
規
模
別

代
表
者
の
年
齢
別

売
上
高
経
常

利
益
率
別

経
常
損
益
の
変
化
別

（
３
年
前
）

年
間
売
上
高
増
減
別

(

３
年
前)



104 

３ 進出したい新事業分野 

進出したい新事業分野（複数回答）は、「医療・福祉・介護関連」（35.3％）が最も高く、「環境・エネルギ

ー関連」（30.9％）、「農業・食品・バイオ関連」（20.6％）、「ロボット関連」（20.6％）の順で続く。 

業種別にみると、一般・精密機械は「医療・福祉・介護関連」（42.1％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「危機管理・防災関連」（28.6％）、

「自動運転関連」（14.3％）が高い。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は「航空機・宇宙関連」(50.0％)が５割である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「医療・福祉・

介護関連」（47.4％）が５割程度である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「医療・福祉・

介護関連」（40.0％）が４割である。 
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図表Ⅱ-３-３ 進出したい新事業分野 

 

 

 

 

  

（注）今後の事業の方向性 (図表Ⅱ-３-２)で「製造業の既存分野に加え、製造業の新分野に進出したい」とした企業のみを集計。 
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30.9 20.6 10.3 35.3 4.4 20.6 5.9 17.6 16.2 13.2 7.4 19.1 1.5 68

39.8 17.0 9.1 34.1 3.4 27.3 18.2 19.3 12.5 13.6 8.0 15.9 3.4 88

 食品・飲料 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

 衣料・身の回り品 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2

 住宅・建物 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

 紙・印刷 0.0 20.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 60.0 0.0 10

 材料・部品［非金属］ 62.5 62.5 37.5 62.5 0.0 25.0 12.5 0.0 12.5 12.5 12.5 25.0 0.0 8

 材料・部品［金属］ 21.4 14.3 14.3 21.4 0.0 28.6 7.1 35.7 21.4 0.0 0.0 21.4 0.0 14

 一般・精密機械 31.6 21.1 5.3 42.1 5.3 26.3 0.0 21.1 21.1 26.3 0.0 10.5 0.0 19

 電機・電子 58.3 0.0 0.0 41.7 16.7 25.0 16.7 16.7 16.7 25.0 16.7 0.0 0.0 12

 その他 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 3

 1～3人 21.4 0.0 0.0 35.7 0.0 21.4 7.1 21.4 28.6 21.4 14.3 14.3 0.0 14

 4～9人 20.0 35.0 10.0 45.0 10.0 20.0 10.0 25.0 5.0 5.0 10.0 15.0 0.0 20

 10～20人 33.3 13.3 6.7 13.3 0.0 13.3 6.7 6.7 13.3 13.3 0.0 13.3 6.7 15

 21～50人 36.4 18.2 27.3 27.3 9.1 27.3 0.0 9.1 27.3 9.1 9.1 45.5 0.0 11

 51～99人 60.0 40.0 20.0 60.0 0.0 20.0 0.0 40.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 5

 100人以上 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 2

 50歳未満 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0 20.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 30.0 0.0 10

 50歳代 40.0 15.0 10.0 40.0 5.0 20.0 0.0 15.0 25.0 30.0 5.0 20.0 5.0 20

 60歳代 27.8 44.4 16.7 38.9 11.1 33.3 5.6 11.1 5.6 11.1 11.1 5.6 0.0 18

 70歳以上 30.0 5.0 10.0 35.0 0.0 10.0 15.0 10.0 25.0 5.0 10.0 25.0 0.0 20

 増加 42.1 26.3 21.1 47.4 5.3 31.6 10.5 15.8 10.5 15.8 5.3 5.3 0.0 19

 横ばい 30.4 26.1 4.3 34.8 4.3 17.4 4.3 13.0 13.0 13.0 13.0 21.7 4.3 23

 減少 24.0 12.0 8.0 28.0 4.0 16.0 4.0 24.0 24.0 12.0 4.0 24.0 0.0 25

 黒字（プラス） 29.3 24.4 7.3 34.1 7.3 22.0 9.8 14.6 14.6 9.8 7.3 19.5 0.0 41

 赤字（マイナス） 33.3 16.7 12.5 37.5 0.0 16.7 0.0 20.8 16.7 20.8 8.3 20.8 4.2 24

 増益 30.0 25.0 10.0 40.0 15.0 25.0 5.0 15.0 5.0 5.0 0.0 10.0 0.0 20

 横ばい 21.1 21.1 5.3 26.3 0.0 5.3 10.5 10.5 21.1 10.5 10.5 21.1 5.3 19

 減益 38.5 19.2 11.5 38.5 0.0 26.9 3.8 23.1 23.1 23.1 11.5 23.1 0.0 26
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４ 競争力向上のために実施している取組 

競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「取引先（顧客）との信頼関係の構築」（55.2％）が

最も高く、「高品質化」（26.6％）、「加工技術の向上」（24.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて紙・印刷は「取引先（顧客）との信頼関係の構築」（58.0％）、「営業力

の強化」（27.8％）、「他企業との事業連携」（8.1％）が高い。電機・電子は「高品質化」（37.3％）が４割程度

である。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「企画・提案力の向上」、「営業力の強化」、「製品開発

力の向上」、「低コスト化」、「産学公連携の活用」、「情報化(ＩＴ・ＡＩの活用等)」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「取引先（顧

客）との信頼関係の構築」（65.6％）が６割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「高品質化」（29.6％）が約３割である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「取引先（顧客）

との信頼関係の構築」（62.7％）が６割を超える。 
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図表Ⅱ-３-４ 競争力向上のために実施している取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）情報化(ＩＴ・ＡＩの活用等)は、前回調査では情報化(ＩＣＴの利活用等)。 
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回
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 ｎ

55.2 16.8 22.0 10.0 6.9 14.0 15.3 26.6 22.2 13.5 21.0 7.1 24.3 8.7 11.2 7.3 5.8 2.0 5.9 4.8 0.3 21.4 3.8 2,590

59.9 17.2 21.4 10.5 8.0 15.0 14.2 28.8 24.5 17.6 21.4 5.5 29.7 10.6 11.3 7.7 6.3 1.3 6.9 3.1 0.3 16.0 1.3 2,527

 食品・飲料 56.9 22.4 24.1 14.7 7.8 23.3 19.0 28.4 10.3 15.5 17.2 10.3 15.5 5.2 25.0 11.2 3.4 2.6 6.0 4.3 0.9 13.8 4.3 116

 衣料・身の回り品 47.6 19.2 17.5 12.7 5.7 13.5 11.8 22.3 15.7 7.4 17.9 6.1 23.1 6.1 14.4 10.9 4.4 1.3 2.2 2.6 0.0 26.2 4.4 229

 住宅・建物 53.4 12.7 12.7 2.5 2.5 5.9 9.3 19.5 16.1 10.2 5.9 1.7 18.6 3.4 6.8 0.8 3.4 0.0 2.5 2.5 0.0 29.7 4.2 118

 紙・印刷 58.0 17.6 27.8 3.0 1.6 5.3 13.4 22.9 25.6 14.4 21.3 3.9 15.8 4.3 3.9 4.7 4.7 0.2 8.1 5.9 0.6 22.3 4.1 507

 材料・部品［非金属］ 57.3 17.1 25.0 11.0 10.7 18.0 18.9 27.4 18.6 14.3 22.9 7.3 23.5 9.8 14.6 9.1 5.8 2.4 5.5 2.7 0.6 19.2 4.0 328

 材料・部品［金属］ 53.8 9.7 15.4 8.2 4.7 10.1 15.6 27.1 27.3 11.7 24.8 8.8 31.8 8.2 6.4 4.3 3.5 2.1 5.7 4.9 0.0 24.8 2.9 487

 一般・精密機械 57.3 18.3 24.7 13.2 8.6 18.8 18.5 28.8 27.4 17.2 26.6 10.2 37.1 12.9 15.6 9.9 9.1 3.2 7.0 5.1 0.3 18.5 3.2 372

 電機・電子 57.8 21.7 24.2 20.1 18.9 25.0 16.4 37.3 20.5 18.0 19.7 8.6 20.1 15.6 17.2 9.0 7.4 4.1 4.9 7.8 0.0 15.2 2.5 244

 その他 48.3 18.9 18.9 11.7 5.0 17.2 9.4 23.3 16.1 8.3 12.8 4.4 18.9 10.6 11.7 7.8 10.0 1.7 6.7 4.4 1.1 22.2 5.6 180

 1～3人 40.2 9.0 8.6 5.7 2.7 6.4 4.1 15.8 15.4 6.8 12.0 2.8 18.5 5.4 5.9 3.7 3.0 0.7 2.8 2.0 0.3 37.7 5.1 1,162

 4～9人 63.9 17.5 22.3 10.8 7.5 14.4 16.6 29.7 27.1 14.3 25.4 8.0 28.9 9.0 11.9 7.5 5.5 1.3 7.4 4.7 0.1 12.2 3.5 748

 10～20人 70.6 22.2 37.3 15.7 7.2 21.9 28.1 36.6 33.3 18.0 29.1 12.4 26.8 11.4 15.4 11.8 9.5 3.3 7.8 6.9 1.0 4.2 3.6 306

 21～50人 72.4 33.2 49.0 17.3 13.8 27.0 35.7 50.5 29.6 30.1 35.2 10.2 32.7 17.3 18.9 13.8 10.7 5.6 10.2 7.1 0.5 2.0 1.0 196

 51～99人 78.9 36.8 51.3 14.5 28.9 38.2 47.4 42.1 14.5 30.3 31.6 15.8 30.3 19.7 32.9 11.8 15.8 6.6 15.8 18.4 0.0 0.0 0.0 76

 100人以上 73.5 48.5 64.7 19.1 26.5 39.7 38.2 42.6 19.1 33.8 32.4 25.0 32.4 11.8 29.4 19.1 13.2 7.4 10.3 22.1 0.0 0.0 0.0 68

 増加 65.6 26.7 31.9 14.8 12.5 22.8 24.9 38.4 24.6 17.4 25.4 10.4 30.0 13.4 17.1 10.9 9.3 4.2 8.8 7.3 0.0 11.4 1.6 614

 横ばい 58.7 15.6 19.8 9.4 5.1 11.9 13.5 25.3 22.9 11.4 22.1 7.4 24.7 7.9 9.2 7.1 4.7 1.5 5.9 4.3 0.4 19.8 4.0 748

 減少 48.0 11.5 18.3 7.9 5.1 10.4 11.0 21.4 20.3 12.6 17.8 5.3 20.7 6.3 9.4 5.4 4.4 1.2 4.5 3.6 0.5 27.8 4.6 1,124

 黒字(プラス) 60.0 19.6 25.7 10.8 8.8 17.0 18.3 29.6 23.2 15.3 22.6 8.4 26.2 9.9 13.1 8.5 7.0 2.5 7.0 5.8 0.3 17.4 3.2 1,461

 赤字(マイナス) 49.4 13.6 17.4 9.1 4.1 10.1 10.8 22.7 21.3 11.5 19.6 5.4 22.1 6.7 8.6 5.4 3.8 1.3 5.0 3.3 0.2 26.7 3.9 988

 増益 62.7 21.0 27.8 11.7 10.0 17.5 21.2 35.3 24.5 15.2 25.5 10.7 27.5 13.3 16.0 10.8 6.8 3.8 8.8 8.0 0.3 13.3 3.0 600

 横ばい 55.3 16.3 20.7 9.9 7.0 14.1 13.6 24.8 20.7 13.4 19.9 8.0 23.3 7.9 11.0 6.7 5.5 1.8 5.7 4.6 0.1 22.3 4.5 866

 減益 51.9 14.9 20.0 9.7 5.2 12.3 13.1 23.7 22.7 13.1 20.0 4.6 23.7 6.5 9.1 5.7 5.1 1.1 4.9 3.1 0.4 24.8 3.2 1,013
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５ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組は、「関心はあるが、取り組む時間的・金銭的余裕がない」（38.9％）

が最も高く、「取り組んでおらず、関心もない」（30.8％）、「既に取り組んでいる」（15.5％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて電機・電子は「既に取り組んでいる」(26.6％)が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「既に取り組んでいる」が高くなる傾向がみられ、100

人以上と回答した企業は「既に取り組んでいる」（63.2％）が６割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業の「既に取り組

んでいる」（21.7％）は横ばい、減少と回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業の「既に取り組んでいる」（18.1％）は「赤

字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業の「既に取り組ん

でいる」（21.3％）は横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-５ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組 
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第２節 自社開発製品 

１ 自社開発製品の保有・開発状況 

自社開発製品の保有・開発状況は、「開発していない」（60.7％）が最も高く、「保有している」（23.6％）、

「開発したいができない」（4.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「保有している」（45.7％）が高く、紙・印刷は「開発し

ていない」（74.8％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「開発していない」（70.8％）が７割を超える。従業者

規模が大きくなるほど「保有している」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回答した企業は「保有してい

る」（61.8％）が６割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「保有してい

る」（35.2％）が３割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「保有している」（26.8％）が２割を超え

る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「保有している」

（31.3％）、「開発していたが止めてしまった」（3.5％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-６ 自社開発製品の保有・開発状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）本調査での自社開発製品とは、「自社が開発した製品・商品・部品」のことであり、共同開発においては製品開発で主要な役割を果た

している、また、企画開発生産を自社で行い相手先ブランドで販売しているケースなども含む。 
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２ 最新の開発状況（着手時期） 

自社開発製品の最新の開発状況（着手時期）は、「10年以上」（33.3％）が最も高く、「１年以上～３年未満」

（25.5％）、「１年未満」（16.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「１年以上～３年未満」（36.8％）が高い。材料・部品[金

属]は「10年以上」（40.9％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100 人以上と回答した企業は「５年以上～10 年未満」

（18.2％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「１年以上～

３年未満」（27.0％）が３割程度である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「１年未満」

（19.4％）が約２割である。 
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図表Ⅱ-３-７ 最新の開発状況（着手時期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（注）自社開発製品の保有・開発状況（図表Ⅱ-３-６）で「保有している」、「現在開発中」とした企業のみを集計。 

１年未満
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10年以上 無回答

    n

679

714

57

61

14

62

109

66

123

118

66

175

193

109

99

45

44

237

188

235

431

219

201

217

238

業
種
別

従
業
者
規
模
別

16.3

21.4

22.8

24.6
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３ 当初の計画と比較した自社開発製品の販売状況 

当初の計画と比較した自社開発製品の販売状況は、「ほぼ計画通り」（41.8％）が最も高く、「計画を下回る」

（34.8％）、「販売していない」（11.9％）の順で続く。 

業種別にみると、衣料・身の回り品は「ほぼ計画通り」（49.2％）が約５割である。他の業種に比べて住宅・

建物は「計画を上回る」（14.3％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「販売していない」（14.9％）

が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業の「計画を上回

る」（13.1％）は横ばい、減少と回答した企業と比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「ほぼ計画通り」（46.2％）が４割を超え

る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「計画を下回る」

（38.2％）が４割程度である。 
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図表Ⅱ-３-８ 当初の計画と比較した自社開発製品の販売状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）自社開発製品の保有・開発状況（図表Ⅱ-３-６）で「保有している」、「現在開発中」とした企業のみを集計。 
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４ 自社開発製品の開発取組の効果 

自社開発製品の開発取組の効果（複数回答）は、「売上の増加」（47.6％）が最も高く、「新規顧客の獲得」

（36.4％）、「収益力の向上」（33.3％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「売上の増加」（68.4％）が７割程度である。他の業種に比べて住宅・建物

は「収益力の向上」（42.9％）が高く、紙・印刷は「新規顧客の獲得」（53.2％）、「認知度の向上」（33.9％）

が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「収益力の向上」（45.5％）、

「技術力の向上」（34.1％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「新規顧客

の獲得」（46.0％）が４割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「売上の増加」（49.7％）が約５割である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業の「新規顧客の

獲得」（44.3％）は横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-９ 自社開発製品の開発取組の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）自社開発製品の保有・開発状況（図表Ⅱ-３-６）で「保有している」、「現在開発中」とした企業のみを集計。 
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36.4 47.6 33.3 20.9 27.7 14.7 2.8 12.5 3.1 679

 食品・飲料 38.6 68.4 26.3 14.0 17.5 10.5 1.8 12.3 3.5 57

 衣料・身の回り品 47.5 44.3 27.9 18.0 19.7 16.4 3.3 13.1 0.0 61

 住宅・建物 14.3 50.0 42.9 28.6 14.3 7.1 0.0 14.3 0.0 14

 紙・印刷 53.2 48.4 35.5 33.9 17.7 16.1 4.8 8.1 8.1 62

 材料・部品［非金属］ 36.7 46.8 37.6 16.5 29.4 18.3 2.8 15.6 1.8 109

 材料・部品［金属］ 31.8 45.5 37.9 24.2 34.8 18.2 1.5 7.6 7.6 66

 一般・精密機械 38.2 43.1 37.4 22.8 32.5 11.4 2.4 13.0 3.3 123

 電機・電子 31.4 48.3 30.5 17.8 33.9 16.1 4.2 11.0 1.7 118

 その他 21.2 42.4 25.8 18.2 25.8 10.6 1.5 18.2 1.5 66

 1～3人 28.6 38.9 25.1 17.7 22.3 0.6 4.6 18.9 4.6 175
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 10～20人 41.3 51.4 28.4 26.6 33.9 23.9 1.8 8.3 3.7 109

 21～50人 43.4 58.6 40.4 27.3 32.3 23.2 2.0 9.1 0.0 99
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 減少 29.8 42.6 30.2 18.7 24.3 10.2 3.0 17.0 5.1 235

 黒字(プラス) 41.8 49.7 36.4 22.5 29.7 16.7 2.6 10.4 2.3 431

 赤字(マイナス) 27.4 42.5 26.5 17.8 24.7 11.4 3.2 16.9 4.6 219

 増益 44.3 48.8 35.8 25.9 32.8 18.9 3.0 8.0 2.5 201

 横ばい 30.9 47.5 32.3 16.6 30.0 12.0 3.7 12.9 3.7 217

 減益 35.3 46.6 31.5 20.6 21.8 13.9 1.7 14.7 3.4 238
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５ 既存自社開発製品の改良状況 

既存自社開発製品の大幅な改良状況は、「改良していない」（37.7％）が最も高く、「改良した」（27.4％）、

「現在改良中」（25.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「現在改良中」（36.1％）、「改良していたが止めて

しまった」（3.3％）が高い。電機・電子は「改良した」（34.7％）が３割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模別に比べて１～３人と回答した企業は「改良したいができない」

（6.9％）、「改良していたが止めてしまった」（5.1％）が高い。100 人以上と回答した企業は「改良していな

い」（50.0％）が５割である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「改良した」

（28.5％）、「改良していたが止めてしまった」（3.4％）が増加、横ばいと回答した企業に比べて高い。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業の「改良した」

（30.3％）は横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-１０ 既存自社開発製品の改良状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）自社開発製品の保有・開発状況（図表Ⅱ-３-６）で「保有している」、「現在開発中」とした企業のみを集計。 
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６ 最新の改良状況（着手時期） 

既存自社開発製品の最新の改良状況（着手時期）は、「１年以上～３年未満」（48.6％）が最も高く、「１年

未満」（23.5％）、「３年以上～５年未満」（10.6％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「１年未満」（37.1％）が高い。材料・部品[非金属]

は「１年以上～３年未満」（61.5％）が６割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「10年以上」（13.9％）が高い。

100人以上と回答した企業は「１年以上～３年未満」（66.7％）が６割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「１年以上～

３年未満」（55.7％）が５割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業の「１年未満」（25.1％）は赤字（マイナス）

と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「１年未満」

（33.3％）、「５年以上～10年未満」（11.1％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-１１ 最新の改良状況（着手時期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）既存自社開発製品の改良状況（図表Ⅱ-３-１０）で「改良した」、「現在改良中」とした企業のみを集計。 
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７ 当初の計画と比較した改良製品の販売状況 

当初の計画と比較した改良製品の販売状況は、「ほぼ計画通り」（53.4％）が最も高く、「計画を下回る」

（22.9％）、「販売していない」（15.1％）の順で続く。 

業種別にみると、住宅・建物は「ほぼ計画通り」（80.0％）が８割である。他の業種と比べて電機・電子は

「計画を下回る」（31.6％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「計画を上回

る」（9.2％）が横ばい、減少と回答した企業と比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「ほぼ計画通り」（55.8％）が５割を超え

る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「計画を上回る」

（8.3％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-１２ 当初の計画と比較した改良製品の販売状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）既存自社開発製品の改良状況（図表Ⅱ-３-１０）で「改良した」、「現在改良中」とした企業のみを集計。 
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８ 既存自社開発製品の改良取組の効果 

既存自社開発製品の改良取組の効果（複数回答）は、「売上の増加」（41.1％）が最も高く、「収益力の向上」

（33.8％）、「技術力の向上」（33.2％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて紙・印刷は「新規顧客の獲得」（51.7％）、「認知度の向上」（27.6％）、

「従業員の意欲向上」（20.7％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「売上の増加」（71.4％）、「収

益力の向上」（47.6％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業の「新規顧客の

獲得」（35.9％）は横ばい、減少と回答した企業と比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「売上の増加」（43.7％）が４割を超える。 
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図表Ⅱ-３-１３ 既存自社開発製品の改良取組の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）既存自社開発製品の改良状況（図表Ⅱ-３-１０）で「改良した」、「現在改良中」とした企業のみを集計。 

新

規
顧
客

の
獲

得

売

上
の
増

加

収

益
力
の

向
上

認

知
度
の

向
上

技

術
力
の

向
上

従

業
員
の

意
欲

向
上

そ

の
他

特

に
な
し

無

回
答

    ｎ

30.7 41.1 33.8 14.2 33.2 13.1 3.6 11.7 2.5 358

 食品・飲料 37.0 70.4 37.0 3.7 7.4 7.4 3.7 3.7 0.0 27

 衣料・身の回り品 37.1 31.4 20.0 20.0 31.4 8.6 5.7 11.4 0.0 35

 住宅・建物 20.0 80.0 20.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 20.0 5

 紙・印刷 51.7 37.9 37.9 27.6 31.0 20.7 6.9 3.4 0.0 29

 材料・部品［非金属］ 34.6 50.0 30.8 21.2 28.8 19.2 3.8 11.5 1.9 52

 材料・部品［金属］ 12.1 30.3 39.4 6.1 30.3 15.2 0.0 21.2 9.1 33

 一般・精密機械 29.2 40.0 30.8 15.4 50.8 9.2 1.5 12.3 1.5 65

 電機・電子 27.6 40.8 36.8 9.2 35.5 14.5 6.6 11.8 2.6 76

 その他 20.6 23.5 41.2 5.9 29.4 8.8 0.0 17.6 2.9 34

 1～3人 26.6 29.1 26.6 16.5 27.8 2.5 3.8 20.3 5.1 79

 4～9人 28.3 38.7 29.2 12.3 32.1 16.0 5.7 9.4 0.9 106

 10～20人 35.5 48.4 37.1 14.5 32.3 19.4 4.8 11.3 3.2 62

 21～50人 23.7 40.7 44.1 13.6 35.6 15.3 0.0 11.9 1.7 59

 51～99人 48.0 44.0 32.0 24.0 48.0 20.0 0.0 8.0 4.0 25

 100人以上 42.9 71.4 47.6 9.5 28.6 9.5 4.8 0.0 0.0 21

 増加 35.9 48.9 44.3 17.6 37.4 18.3 2.3 9.2 3.1 131

 横ばい 32.3 38.4 32.3 15.2 32.3 13.1 3.0 8.1 1.0 99

 減少 24.2 34.2 24.2 10.0 29.2 8.3 5.0 17.5 3.3 120

 黒字(プラス) 31.6 43.7 37.2 14.7 33.8 14.3 3.5 10.8 2.6 231

 赤字(マイナス) 27.3 34.5 26.4 13.6 29.1 10.9 4.5 14.5 2.7 110

 増益 34.3 41.7 38.9 19.4 30.6 14.8 5.6 11.1 2.8 108

 横ばい 28.4 42.2 38.8 11.2 34.5 12.1 2.6 10.3 4.3 116

 減益 28.7 38.5 25.4 12.3 31.1 12.3 3.3 13.9 0.8 122
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９ 製品・技術とあわせて提供しているサービス 

製品（部品等を含む）・技術とあわせて提供しているサービス（複数回答）は、「顧客の状況に応じた調整（カ

スタマイズ）」（30.4％）が最も高く、「顧客の課題に応じた解決策の提案（ソリューション）」（17.7％）、「製

品・技術の保守・保証（アフターサービス）」（17.4％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて電機・電子は「設置・初期稼働の支援」（18.4％）、「顧客の状況に応じ

た調整（カスタマイズ）」（47.1％）、「運用ノウハウの供与」（7.8％）、「製品の稼働状況監視」（3.7％）、「製品・

技術の保守・保証（アフターサービス）」（34.8％）、「顧客の課題に応じた解決策の提案（ソリューション）」

（28.3％）が高い。 

従業者規模別にみると、100人以上と回答した企業は「顧客の状況に応じた調整（カスタマイズ）」（35.3％）、

「顧客の課題に応じた解決策の提案(ソリューション)」（35.3％）が３割を超える。 

代表者の年齢別にみると、50 歳未満と回答した企業は「運用ノウハウの供与」（6.3％）、「製品・技術の保

守・保証（アフターサービス）」（19.6％）、「顧客の課題に応じた解決策の提案（ソリューション）」（20.4％）

が高い。 

創業時期別にみると、2001～2010年と回答した企業は「顧客の状況に応じた調整（カスタマイズ）」（37.2％）

が４割程度である。他の創業時期に比べて 2011年以降と回答した企業は「製品の稼働状況監視」（4.7％）、「顧

客の課題に応じた解決策の提案（ソリューション）」（24.9％）が高い。 
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図表Ⅱ-３-１４ 製品・技術とあわせて提供しているサービス 
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7.4 30.4 4.1 2.1 17.4 17.7 0.7 37.6 16.6 2,590

7.1 31.8 4.2 1.7 17.6 21.1 0.6 44.6 8.3 2,527

 食品・飲料 2.6 41.4 6.9 0.9 8.6 12.1 0.0 35.3 14.7 116

 衣料・身の回り品 0.4 21.8 3.1 0.4 11.4 10.9 1.3 45.4 20.5 229

 住宅・建物 11.0 28.0 1.7 0.0 18.6 11.0 0.0 37.3 17.8 118

 紙・印刷 3.6 23.9 2.6 1.4 7.5 18.1 0.4 45.0 18.9 507

 材料・部品［非金属］ 7.0 27.1 3.7 2.7 14.6 14.3 1.2 39.0 15.2 328

 材料・部品［金属］ 3.3 27.7 1.4 2.3 15.4 17.9 0.6 39.6 18.1 487

 一般・精密機械 15.1 35.5 6.7 2.7 27.4 22.3 0.5 30.1 17.2 372

 電機・電子 18.4 47.1 7.8 3.7 34.8 28.3 0.8 23.8 7.8 244

 その他 9.4 34.4 6.7 3.3 24.4 15.0 1.1 36.1 12.8 180

 1～3人 4.2 23.6 2.1 1.5 12.6 12.7 0.6 43.4 20.1 1,162

 4～9人 7.0 35.2 4.1 1.7 18.4 18.7 0.9 32.5 17.6 748

 10～20人 13.1 36.3 8.8 3.9 24.5 22.9 0.7 33.7 11.4 306

 21～50人 14.8 37.2 6.1 2.6 24.5 27.0 0.5 35.2 7.7 196

 51～99人 9.2 42.1 6.6 3.9 25.0 23.7 0.0 28.9 6.6 76

 100人以上 19.1 35.3 11.8 4.4 27.9 35.3 1.5 27.9 8.8 68

 50歳未満 6.7 34.1 6.3 0.8 19.6 20.4 0.0 33.7 14.5 255

 50歳代 8.9 34.3 4.7 2.6 17.4 18.5 1.2 38.2 12.6 740

 60歳代 8.4 31.3 4.6 2.1 19.2 19.2 0.8 39.6 13.2 725

 70歳以上 5.3 25.2 2.7 2.2 15.5 14.9 0.4 36.4 23.6 852

 1950年以前 5.0 30.1 5.7 2.1 20.2 22.3 0.4 33.0 17.7 282

 1951～1960年 7.1 29.9 4.3 3.5 19.8 18.5 1.4 37.0 16.0 368

 1961～1970年 7.2 30.4 3.8 1.7 14.4 13.0 0.6 40.1 17.2 529

 1971～1980年 6.9 29.2 2.8 1.4 16.1 17.2 0.8 35.6 18.9 360

 1981～1990年 7.1 31.9 4.9 1.6 18.3 16.6 0.5 38.7 15.5 367

 1991～2000年 7.3 28.0 2.3 1.4 12.4 18.8 1.8 39.0 18.3 218

 2001～2010年 12.2 37.2 6.4 1.6 22.9 20.2 0.0 30.3 14.4 188

 2011年以降 9.5 33.7 4.7 4.7 21.9 24.9 0.0 40.2 10.1 169
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者
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模

別

 前回調査
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40

50
（複数回答：％）
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第３節 知的財産権 

１ 出願・保有している知的財産権 

出願・保有している知的財産権（複数回答）は、「特許権」（7.7％）が最も高く、「商標権」（7.2％）、「実用

新案権」（2.7％）、「意匠権」（2.7％）の順で続く。なお「保有していない」（73.2％）は７割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「商標権」（13.8％）が高く、電機・電子は「特許権」（18.0％）

が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「特許権」、「意匠権」、「商標権」が高くなる傾向がみ

られる。 

代表者の年齢別にみると、他の代表者の年齢に比べて 50歳未満と回答した企業は「実用新案権」（3.1％）、

「意匠権」（3.9％）、「商標権」（14.5％）が高い。 

創業時期別にみると、他の創業時期に比べて 1950年以前と回答した企業は「特許権」（12.4％）、「意匠権」

（6.0％）、「商標権」（14.9％）が高く、2011年以降と回答した企業は「実用新案権」（4.7％）が高い。 
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図表Ⅱ-３-１５ 出願・保有している知的財産権 
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  ｎ

7.7 2.7 2.7 7.2 0.4 73.2 12.9 2,590

8.4 4.2 3.2 7.3 0.4 76.2 8.2 2,527

 食品・飲料 8.6 1.7 0.0 13.8 0.0 66.4 12.1 116

 衣料・身の回り品 1.7 1.7 1.7 9.6 0.4 72.1 14.8 229

 住宅・建物 3.4 0.8 3.4 4.2 0.0 77.1 16.1 118

 紙・印刷 2.6 2.2 1.0 4.1 0.4 78.3 14.6 507

 材料・部品［非金属］ 11.6 3.4 4.6 13.4 0.6 68.9 10.7 328

 材料・部品［金属］ 3.5 2.1 2.1 2.3 0.2 79.3 14.0 487

 一般・精密機械 13.2 4.0 3.5 5.9 0.3 69.1 12.9 372

 電機・電子 18.0 3.7 4.1 9.0 0.4 69.7 7.0 244

 その他 11.1 3.3 3.9 11.7 1.1 68.3 12.2 180

 1～3人 2.3 0.7 0.9 3.4 0.3 78.0 16.4 1,162

 4～9人 4.7 2.0 1.5 4.8 0.3 78.2 12.4 748

 10～20人 12.1 4.2 4.2 12.1 0.7 67.0 10.5 306

 21～50人 18.9 7.1 6.6 15.8 1.0 61.2 4.6 196

 51～99人 31.6 14.5 11.8 26.3 0.0 46.1 3.9 76

 100人以上 54.4 11.8 17.6 33.8 1.5 27.9 2.9 68

 50歳未満 8.6 3.1 3.9 14.5 0.0 68.6 10.6 255

 50歳代 8.6 3.0 2.4 7.8 0.4 74.5 10.4 740

 60歳代 9.0 2.9 3.2 6.2 0.4 75.7 9.7 725

 70歳以上 5.5 2.2 2.0 5.4 0.5 71.1 18.7 852

 1950年以前 12.4 4.6 6.0 14.9 0.7 62.4 11.7 282

 1951～1960年 9.0 3.0 2.2 5.4 1.1 75.8 9.8 368

 1961～1970年 7.4 3.8 2.8 5.1 0.0 73.5 14.6 529

 1971～1980年 4.7 1.9 1.9 4.7 0.6 75.6 14.7 360

 1981～1990年 6.5 0.8 2.5 5.4 0.0 77.4 12.3 367

 1991～2000年 5.5 1.8 1.4 6.4 0.0 72.0 17.0 218

 2001～2010年 9.6 1.6 1.1 10.6 0.5 71.3 11.7 188

 2011年以降 10.1 4.7 4.7 14.2 0.6 71.6 7.7 169
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２ 知的財産権を保有しているメリット（利点） 

知的財産権を保有しているメリット（利点）（複数回答）は、「技術の模倣を防止できる」（50.7％）が最も

高く、「技術力をアピールできる」（41.0％）、「自企業の事業活動への参入障壁を作ることができる」（22.2％）

の順で続く。 

業種別にみると、住宅・建物は「技術の模倣を防止できる」（75.0％）が７割を超える。他の業種に比べて

材料・部品[金属]は「技術力をアピールできる」（54.5％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「技術の模倣を防止できる」

（61.7％）、「資金調達がしやすい」（6.4％）、「自企業の事業活動への参入障壁を作ることができる」（29.8％）

が高い。 

代表者の年齢別にみると、他の代表者の年齢に比べて 50歳未満と回答した企業は「自企業の事業活動への

参入障壁を作ることができる」（28.3％）が高い。 

創業時期別にみると、1951～1960年と回答した企業は「技術の模倣を防止できる」（60.4％）が６割を超え

る。他の創業時期に比べて 2011年以降と回答した企業は「資金調達がしやすい」（8.6％）、「自企業の事業活

動への参入障壁を作ることができる」（31.4％）が高い。 
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図表Ⅱ-３-１６ 知的財産権を保有しているメリット（利点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）出願・保有している知的財産権（図表Ⅱ-３-１５）で「特許権」、「実用新案件」、「意匠権」、「商標権」、 

「その他」とした企業のみを集計。 
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   ｎ

50.7 2.2 41.0 22.2 6.1 5.0 17.7 0.8 361

 前回調査 54.3 2.0 40.9 25.0 5.6 4.0 16.4 0.5 396

 食品・飲料 40.0 4.0 28.0 28.0 16.0 0.0 16.0 0.0 25

 衣料・身の回り品 16.7 0.0 26.7 20.0 3.3 6.7 36.7 3.3 30

 住宅・建物 75.0 0.0 25.0 25.0 0.0 12.5 0.0 0.0 8

 紙・印刷 41.7 2.8 38.9 13.9 5.6 8.3 27.8 2.8 36

 材料・部品［非金属］ 56.7 1.5 38.8 28.4 3.0 3.0 22.4 0.0 67

 材料・部品［金属］ 57.6 3.0 54.5 21.2 0.0 6.1 9.1 0.0 33

 一般・精密機械 56.7 3.0 40.3 19.4 3.0 4.5 16.4 0.0 67

 電機・電子 56.1 1.8 52.6 26.3 12.3 3.5 8.8 0.0 57

 その他 51.4 2.9 40.0 14.3 8.6 8.6 14.3 2.9 35

 1～3人 36.9 1.5 30.8 12.3 7.7 7.7 29.2 0.0 65

 4～9人 45.7 2.9 42.9 24.3 10.0 5.7 12.9 2.9 70

 10～20人 47.8 0.0 44.9 15.9 4.3 5.8 18.8 0.0 69

 21～50人 56.7 1.5 35.8 28.4 3.0 1.5 14.9 1.5 67

 51～99人 60.5 2.6 50.0 26.3 5.3 5.3 15.8 0.0 38

 100人以上 61.7 6.4 42.6 29.8 6.4 4.3 14.9 0.0 47

 50歳未満 47.2 0.0 28.3 28.3 5.7 1.9 20.8 0.0 53

 50歳代 47.3 2.7 33.0 21.4 4.5 6.3 27.7 0.9 112

 60歳代 57.5 1.9 49.1 19.8 5.7 3.8 11.3 0.9 106

 70歳以上 50.6 3.4 48.3 20.7 9.2 6.9 11.5 1.1 87

 1950年以前 50.7 1.4 37.0 23.3 5.5 1.4 20.5 1.4 73

 1951～1960年 60.4 1.9 45.3 20.8 1.9 1.9 9.4 1.9 53

 1961～1970年 57.1 1.6 57.1 28.6 3.2 1.6 14.3 0.0 63

 1971～1980年 42.9 5.7 22.9 20.0 5.7 11.4 17.1 2.9 35

 1981～1990年 47.4 0.0 47.4 15.8 2.6 5.3 15.8 0.0 38

 1991～2000年 25.0 0.0 41.7 12.5 0.0 20.8 33.3 0.0 24

 2001～2010年 46.9 0.0 28.1 21.9 25.0 6.3 25.0 0.0 32

 2011年以降 54.3 8.6 34.3 31.4 8.6 5.7 14.3 0.0 35
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第４節 生産の効率化・合理化 

１ 生産の効率化・合理化に向けた取組 

生産の効率化・合理化に向けた取組（複数回答）は、「生産設備の導入・更新」（30.2％）が最も高く、「技

能者のスキル向上」（28.1％）、「作業工程の見直し・自動化」（21.1％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「生産設備の導入・更新」（48.3％）が５割程度である。他の業種に比べて

電機・電子は「技能者のスキル向上」（39.8％）、「技能者の多能工化」（27.9％）、「作業工程の見直し・自動化」

（27.9％）、「情報化（ＩＴの活用等）」（14.8％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「生産設備の導入・更新」、「作業工程の見直し・自動

化」、「情報化（ＩＴの活用等）」、「職場環境整備（５Ｓ活動）」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「生産設備の

導入・更新」（45.1％）が４割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「生産設備の導入・更新」（34.5％）、「技

能者のスキル向上」（33.1％）が３割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「生産設備の導

入・更新」（39.3％）が約４割である。 
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図表Ⅱ-３-１７ 生産の効率化・合理化に向けた取組 
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30.2 28.1 18.0 21.1 11.7 9.5 13.1 8.3 8.0 0.5 36.0 2.1 2,590

 前回調査 21.8 27.0 17.7 20.8 11.1 12.2 11.0 5.4 10.0 0.4 41.0 2.1 2,527

 食品・飲料 48.3 20.7 14.7 27.6 17.2 16.4 20.7 8.6 11.2 0.0 23.3 1.7 116

 衣料・身の回り品 24.5 24.9 15.3 17.5 8.3 10.0 10.0 7.0 3.9 0.4 43.2 2.6 229

 住宅・建物 22.0 22.9 12.7 12.7 16.1 8.5 6.8 2.5 3.4 0.0 49.2 2.5 118

 紙・印刷 24.9 23.7 16.0 18.5 13.4 7.9 15.4 10.8 8.1 0.4 39.6 2.6 507

 材料・部品［非金属］ 35.7 27.4 16.2 24.4 11.6 9.5 12.8 6.1 9.1 1.2 31.7 1.2 328

 材料・部品［金属］ 31.0 27.5 16.2 19.5 8.2 8.2 9.9 6.0 7.0 0.4 38.8 2.7 487

 一般・精密機械 33.9 35.5 23.1 22.8 13.4 11.6 18.0 9.4 11.3 0.3 29.6 2.2 372

 電機・電子 30.7 39.8 27.9 27.9 11.5 7.4 11.9 14.8 10.2 1.2 28.3 0.8 244

 その他 23.9 25.0 16.1 19.4 11.7 10.0 10.0 5.6 5.0 0.6 40.6 1.7 180

 1～3人 14.3 13.1 5.5 9.5 8.8 5.2 6.1 3.1 1.5 0.7 58.6 3.1 1,162

 4～9人 31.4 32.6 18.0 22.1 13.9 9.8 16.0 8.4 6.6 0.4 26.2 1.9 748

 10～20人 49.3 46.1 30.4 34.6 14.7 16.3 22.2 13.7 18.0 0.3 12.7 0.7 306

 21～50人 58.2 57.1 45.4 40.8 14.8 12.8 20.9 17.9 23.0 1.0 1.5 1.0 196

 51～99人 61.8 57.9 63.2 48.7 15.8 21.1 21.1 21.1 27.6 0.0 2.6 0.0 76

 100人以上 82.4 39.7 45.6 55.9 13.2 22.1 22.1 32.4 27.9 0.0 1.5 0.0 68

 増加 45.1 37.5 25.4 29.0 13.7 12.4 18.6 14.5 12.9 0.3 22.0 1.3 614

 横ばい 28.6 29.3 17.5 21.8 11.1 8.7 12.4 7.8 7.4 0.5 34.0 2.1 748

 減少 23.0 22.4 14.1 15.9 11.4 8.6 10.3 5.5 6.0 0.7 44.7 2.4 1,124

 黒字(プラス) 34.5 33.1 21.2 24.1 12.1 10.5 14.5 11.0 10.1 0.3 29.2 1.8 1,461

 赤字(マイナス) 24.6 22.0 14.3 16.6 11.2 8.3 11.3 5.3 5.3 0.7 44.6 2.0 988

 増益 39.3 33.8 25.0 26.0 12.5 11.8 16.8 12.5 9.2 0.2 24.8 1.5 600

 横ばい 26.3 27.9 15.9 20.0 12.1 8.7 11.8 8.0 8.4 0.8 39.3 2.2 866

 減益 28.2 25.5 16.1 18.8 11.1 9.2 12.3 6.6 7.4 0.5 39.0 2.3 1,013
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２ 生産設備の導入・更新の目的 

生産設備の導入・更新の目的（複数回答）は、「生産能力の維持更新」（58.8％）が最も高く、「製品の質的

向上」（45.3％）、「省力化・合理化」（37.2％）の順で続く。 

業種別にみると、住宅・建物は「製品の質的向上」（57.7％）が６割程度である。他の業種に比べて電機・

電子は「生産能力の維持更新」（68.0％）、「増産のための生産力強化」（33.3％）、「データ収集・可視化」（12.0％）

が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「増産のための生産力強化」

（48.2％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「生産能力の

維持更新」（66.8％）が６割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「省力化・合理化」（38.7％）が４割程度

である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「製品の質的

向上」（48.3％）が５割程度である。 
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図表Ⅱ-３-１８ 生産設備の導入・更新の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）生産の効率化・合理化に向けた取組（図表Ⅱ-３-１７）で「生産設備の導入・更新」とした企業のみを集計。 
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58.8 37.2 27.7 45.3 7.5 1.4 15.1 782

67.9 42.5 28.9 54.3 8.3 1.6 1.3 551

 食品・飲料 51.8 46.4 30.4 41.1 8.9 3.6 10.7 56

 衣料・身の回り品 42.9 30.4 32.1 44.6 8.9 0.0 26.8 56

 住宅・建物 50.0 15.4 19.2 57.7 0.0 0.0 26.9 26

 紙・印刷 58.7 34.9 24.6 48.4 10.3 0.8 15.1 126

 材料・部品［非金属］ 61.5 41.9 29.9 44.4 5.1 0.9 13.7 117

 材料・部品［金属］ 60.3 35.1 27.2 43.7 7.3 2.0 17.2 151

 一般・精密機械 63.5 37.3 28.6 49.2 6.3 2.4 14.3 126

 電機・電子 68.0 41.3 33.3 49.3 12.0 1.3 6.7 75

 その他 53.5 37.2 16.3 25.6 2.3 0.0 14.0 43

 1～3人 41.0 21.1 18.7 41.0 5.4 1.8 29.5 166

 4～9人 58.3 28.1 21.7 45.5 4.7 1.7 17.0 235

 10～20人 65.6 42.4 35.1 57.0 8.6 1.3 9.9 151

 21～50人 64.0 50.0 32.5 41.2 10.5 0.0 7.0 114

 51～99人 74.5 63.8 31.9 51.1 14.9 0.0 2.1 47

 100人以上 73.2 60.7 48.2 28.6 12.5 1.8 3.6 56

 増加 66.8 44.0 33.9 52.3 10.1 0.7 7.9 277

 横ばい 57.0 31.8 22.4 40.2 6.1 1.4 15.9 214

 減少 52.1 31.7 23.2 40.2 5.8 2.3 22.0 259

 黒字(プラス) 61.3 38.7 30.4 45.6 9.1 0.8 13.3 504

 赤字(マイナス) 54.3 32.9 21.4 43.2 5.3 2.1 20.2 243

 増益 62.3 41.5 33.5 48.3 7.6 0.8 10.2 236

 横ばい 57.0 35.5 26.8 41.7 11.0 1.3 17.1 228

 減益 58.4 34.6 22.4 45.1 5.2 2.1 17.8 286
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３ 生産設備の導入・更新のタイミング 

生産設備の導入・更新のタイミング（複数回答）は、「自企業の業績が良くなったとき」（50.6％）が最も高

く、「助成金・補助金が採択されたとき」（47.8％）、「将来の見通しが明るくなったとき」（35.0％）の順で続

く。 

業種別にみると、衣料・身の回り品は「将来の見通しが明るくなったとき」（48.2％）が５割程度である。

他の業種に比べて紙・印刷は「法定耐用年数が到来したとき」（42.1％）が高く、電機・電子は「自企業の業

績が良くなったとき」（56.0％）、「取引先からの要求があったとき」（21.3％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「法定耐用年数が到来したと

き」（51.8％）、「取引先からの要求があったとき」（26.8％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「助成金・補

助金が採択されたとき」（55.2％）が５割を超える。３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「自

企業の業績が良くなったとき」（55.2％）、「将来の見通しが明るくなったとき」（39.8％）が増加、横ばいと回

答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「法定耐用年数が到来したとき」（34.7％）、

「他企業が設備投資を控えているとき」（2.4％）、「取引先からの要求があったとき」（15.3％）が赤字（マイ

ナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「自企業の業績

が良くなったとき」（55.6％）が５割を超える。 
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図表Ⅱ-３-１９ 生産設備の導入・更新のタイミング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）生産の効率化・合理化に向けた取組（図表Ⅱ-３-１７）で「生産設備の導入・更新」とした企業のみを集計。 
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そ
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他

無

回
答

   ｎ

31.6 50.6 35.0 1.9 13.7 14.8 47.8 21.6 8.1 2.0 782

33.9 45.7 30.1 2.9 17.1 14.2 45.0 17.4 7.1 2.2 551

 食品・飲料 41.1 51.8 23.2 1.8 12.5 17.9 46.4 19.6 5.4 3.6 56

 衣料・身の回り品 21.4 55.4 48.2 3.6 14.3 10.7 44.6 12.5 3.6 1.8 56

 住宅・建物 19.2 50.0 30.8 0.0 11.5 7.7 38.5 7.7 7.7 11.5 26

 紙・印刷 42.1 50.0 32.5 0.8 12.7 14.3 49.2 26.2 8.7 3.2 126

 材料・部品［非金属］ 37.6 50.4 25.6 0.9 10.3 16.2 36.8 17.1 9.4 0.9 117

 材料・部品［金属］ 27.2 53.0 41.1 3.3 12.6 15.2 50.3 20.5 5.3 0.7 151

 一般・精密機械 25.4 48.4 38.1 2.4 15.9 16.7 63.5 31.0 11.1 1.6 126

 電機・電子 30.7 56.0 44.0 2.7 21.3 12.0 46.7 22.7 5.3 0.0 75

 その他 30.2 37.2 20.9 0.0 11.6 16.3 34.9 18.6 14.0 4.7 43

 1～3人 18.7 48.8 35.5 0.6 12.7 15.7 46.4 17.5 10.2 1.8 166

 4～9人 26.4 54.5 40.0 0.9 11.9 17.4 46.0 17.9 7.2 2.6 235

 10～20人 33.8 52.3 38.4 3.3 11.3 15.2 58.3 29.1 6.6 1.3 151

 21～50人 40.4 52.6 27.2 5.3 13.2 14.9 54.4 28.1 5.3 1.8 114

 51～99人 51.1 53.2 25.5 0.0 19.1 6.4 46.8 27.7 4.3 2.1 47

 100人以上 51.8 32.1 32.1 0.0 26.8 8.9 25.0 14.3 16.1 1.8 56

 増加 35.0 51.3 35.4 1.8 16.2 15.5 55.2 23.8 7.2 1.4 277

 横ばい 31.3 43.9 28.5 2.8 13.6 12.6 40.7 16.4 10.3 4.2 214

 減少 28.2 55.2 39.8 1.5 10.4 13.9 46.3 23.6 6.9 1.2 259

 黒字(プラス) 34.7 47.4 31.9 2.4 15.3 12.7 46.0 21.4 8.5 2.2 504

 赤字(マイナス) 25.5 58.0 42.4 1.2 9.9 19.3 50.6 22.2 7.0 1.2 243

 増益 31.4 46.6 32.2 1.3 14.8 11.0 50.8 21.2 8.1 2.5 236

 横ばい 32.0 49.1 35.1 1.8 13.2 14.9 48.7 22.4 9.6 2.6 228

 減益 32.9 55.6 38.1 2.8 12.9 17.8 45.5 22.0 6.3 0.3 286
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４ 生産の効率化・合理化に取り組まない理由 

生産の効率化・合理化に取り組まない理由（複数回答）は、「必要性を感じていない」（45.9％）が最も高く、

「受注が見込めない」（20.4％）、「資金が不足」（16.7％）の順で続く。 

業種別にみると、材料・部品[非金属]は「資金が不足」（24.0％）が２割を超える。他の業種に比べて電機・

電子は「費用が高く採算に合わない」（20.3％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「受注が見込めない」（22.2％）、

「取組方法がわからない」（6.5％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「受注が見込

めない」（23.9％）が２割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業の「受注が見込めない」（24.3％）、「資金

が不足」(21.1％)は黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「受注が見込め

ない」（22.8％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-２０ 生産の効率化・合理化に取り組まない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）生産の効率化・合理化に向けた取組（図表Ⅱ-３-１７）で「特になし」とした企業のみを集計。 
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  ｎ

16.2 13.3 20.4 3.6 16.7 7.4 0.6 6.0 4.4 45.9 4.3 932

17.6 11.7 20.9 2.8 14.0 7.1 0.9 6.3 5.7 53.2 4.1 1,037

 食品・飲料 11.1 14.8 7.4 7.4 11.1 7.4 3.7 0.0 14.8 44.4 3.7 27

 衣料・身の回り品 16.2 9.1 18.2 4.0 10.1 9.1 1.0 7.1 4.0 50.5 3.0 99

 住宅・建物 5.2 3.4 15.5 1.7 12.1 1.7 0.0 5.2 6.9 60.3 1.7 58

 紙・印刷 20.4 14.9 23.9 5.5 18.9 5.0 0.0 5.0 3.0 42.8 6.0 201

 材料・部品［非金属］ 19.2 13.5 18.3 3.8 24.0 3.8 1.0 5.8 2.9 46.2 1.9 104

 材料・部品［金属］ 10.6 14.3 24.9 2.6 17.5 10.6 1.1 8.5 4.8 39.7 6.9 189

 一般・精密機械 17.3 13.6 21.8 2.7 17.3 7.3 0.0 4.5 2.7 47.3 5.5 110

 電機・電子 18.8 20.3 15.9 1.4 14.5 8.7 0.0 2.9 5.8 49.3 1.4 69

 その他 21.9 9.6 15.1 4.1 12.3 12.3 1.4 9.6 5.5 49.3 1.4 73

 1～3人 15.3 12.8 22.2 3.4 16.2 6.5 0.4 6.5 3.8 47.7 4.7 681

 4～9人 16.8 14.8 16.8 4.1 17.3 9.7 0.5 5.6 6.6 41.3 3.1 196

 10～20人 28.2 15.4 5.1 7.7 25.6 7.7 5.1 2.6 5.1 35.9 2.6 39

 21～50人 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 3

 51～99人 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 2

 100人以上 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 1

 増加 17.0 11.1 12.6 4.4 15.6 8.1 1.5 3.7 6.7 46.7 3.7 135

 横ばい 15.4 15.4 17.3 1.2 15.4 8.7 0.0 5.9 5.1 48.8 3.5 254

 減少 15.5 12.0 23.9 4.6 17.5 6.6 0.8 6.0 3.0 45.0 5.0 502

 黒字(プラス) 16.6 12.2 16.6 2.3 12.6 7.0 0.7 5.9 4.9 48.9 3.7 427

 赤字(マイナス) 15.6 14.1 24.3 4.8 21.1 7.7 0.7 6.1 3.9 42.4 4.8 441

 増益 19.5 15.4 18.1 4.7 20.1 9.4 1.3 6.0 4.7 35.6 5.4 149

 横ばい 13.8 10.9 18.2 2.9 14.1 4.7 0.3 6.5 5.3 52.6 3.5 340

 減益 17.0 13.9 22.8 4.1 18.5 8.9 0.8 5.6 3.5 43.3 4.3 395

 今回調査（全体）

業

種

別

従

業

者

規

模

別

 前回調査

0

10

20

30

40

50
（複数回答：％）

年
間
売
上

高
増
減
別

（
３
年
前
）

経
常
損
益

の
変
化
別

（
３
年
前
）

売
上
高

経
常
利

益
率
別



140 

第５節 ＩＴ化 

１ パソコン・ＩＴ技術を活用した取組 

パソコン・ＩＴ技術を活用した取組（複数回答）は、「財務会計管理、原価管理」（50.3％）が最も高く、「連

絡ツール（電子メール・企業内ＳＮＳ等）」（34.6％）、「受発注業務・管理」（33.4％）の順で続く。なお、「取

り組んでいない/業種的に取り組めない」（23.2％）は２割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「人事・労務管理」（36.2％）、「顧客・販売管理」（36.2％）、

「売上・経営分析、需要予測」（29.3％）、「インターネットを活用した販売や商品情報の発信」（19.8％）が高

い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「取り組んでいない／業種的に取り組めない」が高く

なる傾向がみられ、１～３人と回答した企業は「取り組んでいない／業種的に取り組めない」（41.1％）が４

割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「財務会計管

理、原価管理」（63.4％）が６割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「取り組んでいない／業種的に取り組め

ない」（27.8％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「受発注業務・

管理」（40.8％）が４割を超える。 
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図表Ⅱ-３-２１ パソコン・ＩＴ技術を活用した取組 
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ｎ

50.3 23.6 24.1 33.4 16.8 10.5 12.4 26.3 19.1 11.6 2.0 13.9 20.7 34.6 20.0 8.6 1.2 23.2 5.2 2,590

食品・飲料 50.9 36.2 27.6 41.4 13.8 9.5 3.4 36.2 29.3 10.3 0.9 19.8 22.4 34.5 22.4 9.5 0.0 18.1 5.2 116

衣料・身の回り品 39.7 14.4 19.2 23.6 11.4 4.8 5.2 22.7 12.7 7.9 0.9 17.0 14.8 26.6 14.8 4.8 0.9 31.9 7.0 229

住宅・建物 40.7 15.3 12.7 17.8 5.9 0.0 6.8 17.8 11.0 5.1 0.0 7.6 13.6 29.7 9.3 4.2 0.8 33.1 5.1 118

紙・印刷 53.1 22.1 18.7 31.0 17.8 6.1 3.7 24.1 17.8 12.2 2.8 14.0 18.3 37.7 16.4 12.2 1.6 20.3 5.9 507

材料・部品［非金属］ 56.7 29.0 29.6 40.2 16.8 18.9 11.0 35.4 25.0 14.6 1.5 16.2 22.3 36.0 23.5 9.8 0.9 16.5 4.9 328

材料・部品［金属］ 41.7 18.7 16.6 24.8 13.8 8.4 10.5 18.7 16.2 7.8 1.0 7.0 18.5 26.7 12.5 4.5 0.6 33.3 5.3 487

一般・精密機械 56.2 25.8 27.4 42.5 19.6 13.4 24.5 27.7 20.2 14.0 1.9 14.2 26.3 36.3 24.5 7.0 1.3 19.9 4.6 372

電機・電子 59.4 35.7 44.7 50.0 30.7 23.4 33.2 35.2 23.0 20.1 5.7 18.4 26.6 48.0 42.2 17.2 1.6 13.5 2.5 244

その他 48.3 18.9 25.0 26.1 14.4 4.4 10.0 24.4 18.9 7.8 1.7 16.7 21.1 37.2 17.2 5.0 1.7 23.9 5.0 180

1～3人 31.4 4.9 9.2 17.6 5.5 3.0 6.7 11.6 8.4 3.4 0.4 7.7 8.6 21.2 5.3 2.3 2.0 41.1 7.3 1,162

4～9人 56.3 23.1 22.9 34.6 15.5 9.9 13.8 28.2 19.4 9.8 1.7 13.5 22.7 37.8 16.7 7.6 0.5 13.4 4.9 748

10～20人 67.0 44.8 38.2 49.3 26.8 14.7 16.7 42.5 31.0 20.9 3.3 20.3 38.9 49.0 35.0 13.7 1.0 2.9 3.3 306

21～50人 80.6 59.2 52.0 63.3 40.8 27.0 20.4 54.1 40.8 28.6 5.1 29.1 39.8 55.1 54.6 19.9 0.0 2.6 0.5 196

51～99人 92.1 75.0 77.6 80.3 48.7 42.1 26.3 57.9 43.4 38.2 3.9 31.6 43.4 71.1 71.1 30.3 0.0 0.0 0.0 76

100人以上 94.1 86.8 80.9 75.0 70.6 47.1 35.3 69.1 50.0 48.5 11.8 30.9 41.2 70.6 82.4 45.6 0.0 0.0 0.0 68

 増加 63.4 40.2 35.8 46.4 25.2 16.8 16.8 37.8 27.9 19.9 3.1 21.5 31.1 48.9 34.4 16.0 0.5 11.6 2.1 614

 横ばい 52.9 19.7 23.4 30.5 15.2 9.4 11.1 25.4 17.0 11.8 1.5 13.2 20.3 31.8 17.2 6.8 1.1 23.8 4.8 748

 減少 41.8 17.7 18.3 27.9 13.3 7.9 10.9 20.1 14.8 7.3 1.7 10.0 15.2 28.7 13.7 5.8 1.7 29.3 6.9 1,124

 黒字(プラス) 56.1 27.7 26.6 37.6 19.8 12.8 13.7 29.8 22.0 15.1 2.3 15.5 23.3 37.8 24.4 11.0 1.2 19.2 4.9 1,461

 赤字(マイナス) 44.0 18.9 21.0 28.2 12.8 7.5 10.7 22.4 15.1 7.3 1.5 12.1 17.7 30.7 14.5 5.7 1.1 27.8 4.9 988

 増益 56.0 31.0 31.8 40.8 22.8 14.8 15.3 33.8 25.7 16.5 3.0 18.8 27.8 40.2 29.8 12.5 1.0 16.2 3.8 600

 横ばい 52.3 22.4 23.9 30.6 16.1 8.9 11.8 23.6 17.8 11.4 1.6 13.3 19.9 32.7 17.8 7.9 1.0 22.3 5.8 866

 減益 46.0 21.1 20.1 31.8 13.8 9.7 11.4 24.9 16.3 9.1 1.8 11.7 18.0 32.9 16.6 7.0 1.5 27.9 4.9 1,013
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２ パソコン・ＩＴ技術の活用における課題 

パソコン・ＩＴ技術の活用における課題（複数回答）は、「ＩＴ人材が不足している」（19.8％）が最も高く、

「コスト負担が大きい（予算確保が困難）」（18.0％）、「セキュリティ上の懸念がある」（12.6％）の順で続く。

なお、「特になし」（41.5％）は４割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「ＩＴ人材が不足している」（29.3％）、「取引先がＩＴに

対応していない」（9.5％）、「ＩＴ化の前提となる社内業務の見直しや標準化ができていない」（13.8％）が高

い。 

従業者規模別にみると、他の従業者に比べて 100 人以上と回答した企業は「ＩＴ人材が不足している」

（67.6％）、「従業員が積極的でない」（13.2％）、「取引先がＩＴに対応していない」（8.8％）、「ＩＴ化の前提

となる社内業務の見直しや標準化ができていない」（23.5％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業の「ＩＴ人材が

不足している」（26.4％）は横ばい、減少と回答した企業と比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「ＩＴ人材が不足している」（23.9％）が

２割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「ＩＴ人材が不

足している」（23.7％）、「コスト負担が大きい（予算確保が困難）」（21.8％）が２割を超える。 
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図表Ⅱ-３-２２ パソコン・ＩＴ技術の活用における課題 
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ｎ

19.8 8.8 18.0 5.0 5.4 12.6 6.9 3.8 8.8 1.2 41.5 7.6 2,590

食品・飲料 29.3 6.9 20.7 5.2 4.3 11.2 8.6 9.5 13.8 1.7 33.6 7.8 116

衣料・身の回り品 13.5 6.6 14.0 3.1 6.6 4.8 9.2 5.7 6.6 0.9 46.7 9.2 229

住宅・建物 11.0 7.6 14.4 3.4 1.7 7.6 7.6 3.4 2.5 2.5 50.0 8.5 118

紙・印刷 17.4 8.5 19.3 3.9 4.7 11.8 5.1 3.0 8.7 1.0 44.2 9.1 507

材料・部品［非金属］ 25.0 9.8 21.6 7.6 5.5 13.7 4.3 3.7 9.1 0.9 37.2 6.4 328

材料・部品［金属］ 19.1 7.8 14.8 5.3 6.2 12.1 9.4 3.3 8.0 0.4 43.9 8.4 487

一般・精密機械 23.7 10.2 19.4 5.9 5.4 16.1 6.7 3.5 11.8 1.3 35.8 7.0 372

電機・電子 20.9 11.1 20.1 4.5 6.1 19.3 4.9 2.9 9.4 1.2 38.5 4.1 244

その他 16.1 8.9 16.7 3.3 4.4 11.7 8.3 3.9 7.2 2.8 45.0 6.7 180

1～3人 7.1 6.2 11.4 1.3 2.8 6.9 5.8 2.2 3.8 1.1 57.3 10.6 1,162

4～9人 19.9 10.4 19.4 5.7 7.1 11.9 9.6 4.1 8.3 1.7 35.7 7.4 748

10～20人 30.7 13.1 25.8 8.2 6.2 19.3 8.2 5.9 16.7 0.7 24.5 4.6 306

21～50人 45.9 10.7 26.5 12.2 10.2 26.0 3.6 5.6 17.9 1.0 17.3 1.5 196

51～99人 59.2 13.2 42.1 11.8 13.2 32.9 3.9 7.9 18.4 1.3 11.8 0.0 76

100人以上 67.6 5.9 32.4 13.2 2.9 27.9 2.9 8.8 23.5 0.0 7.4 1.5 68

 増加 26.4 9.1 21.2 7.0 6.8 15.6 6.8 6.2 15.0 1.3 33.4 4.6 614

 横ばい 20.5 8.8 16.8 4.4 4.5 13.6 7.5 3.2 6.6 1.6 43.0 6.8 748

 減少 15.7 8.8 17.5 4.4 4.7 10.4 6.9 2.8 7.2 0.9 44.9 9.7 1,124

 黒字(プラス) 23.9 8.8 18.7 6.0 5.7 14.4 7.0 4.1 10.9 1.3 38.1 6.5 1,461

 赤字(マイナス) 14.4 9.2 17.9 3.8 4.9 10.9 6.9 3.4 6.1 0.9 46.4 7.9 988

 増益 23.7 8.5 21.8 6.2 6.5 18.0 6.7 5.7 12.3 1.2 33.0 6.5 600

 横ばい 18.6 8.4 15.0 3.8 5.0 10.6 6.8 2.4 8.1 1.0 46.3 7.5 866

 減益 19.2 9.7 18.9 5.5 4.9 11.9 7.2 3.9 7.9 1.3 42.2 7.5 1,013
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３ パソコン・ＩＴ技術の今後の活用意向 

パソコン・ＩＴ技術の今後の活用意向は、「現状維持」（29.1％）が最も高く、「促進させたい」（27.7％）、

「周囲の状況を見て判断する」（12.5％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「周囲の状況を見て判断する」（15.5％）が高く、住宅・

建物は「現状維持」（33.9％）が高い。電機・電子は「促進させたい」（37.3％）が４割程度である。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「促進させたい」が高くなる傾向がみられ、100人以

上と回答した企業は「促進させたい」（85.3％）が８割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「促進させた

い」（45.1％）が４割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「促進させたい」（32.6％）が３割を超え

る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「促進させたい」

（38.0％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅱ-３-２３ パソコン・ＩＴ技術の今後の活用意向 
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第６節 人材育成と技能継承 

１ 充実させたい能力 

自企業の人材に充実させたい能力（複数回答）は、「品質管理・検査の知識・技能」（25.9％）が最も高く、

「高度熟練技能」（25.8％）、「営業力」（22.7％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「品質管理・検査の知識・技能」（40.5％）が４割を超える。他の業種に比

べて紙・印刷は「デザイン力」（19.7％）、「ＩＴのスキル」（16.0％）が高い。一般・精密機械は「高度熟練技

能」（37.9％）が４割程度である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「製品開発能力」（48.5％）、

「語学力・国際感覚」（17.6％）、「データ分析・収集能力」（29.4％）、「現場での統率力・リ－ダーシップ」

（66.2％）、「営業力」（66.2％）、「ＩＴのスキル」（44.1％）が高い。 

創業時期別にみると、他の創業時期に比べて 1950年以前と回答した企業は「高度熟練技能」（34.0％）、「語

学力・国際感覚」（7.1％）、「設備保全能力」（16.0％）、「品質管理・検査の知識・技能」（35.1％）、「データ分

析・収集能力」（9.9％）、「生産工程の合理化能力」（27.0％）、「現場での統率力・リーダーシップ」（28.4％）、

「営業力」（32.6％）、「ＩＴのスキル」（17.4％）が高い。 
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図表Ⅱ-３-２４ 充実させたい能力 
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  ｎ

18.8 8.6 11.0 25.8 4.1 8.6 25.9 6.5 19.3 17.5 22.7 12.3 1.1 30.2 3.9 2,590

 食品・飲料 31.9 2.6 0.0 19.0 4.3 15.5 40.5 6.9 25.9 23.3 30.2 15.5 1.7 20.7 4.3 116

 衣料・身の回り品 14.4 10.5 3.5 23.1 5.2 2.6 17.0 3.9 17.5 9.2 17.0 13.1 2.2 35.4 6.1 229

 住宅・建物 12.7 6.8 10.2 28.0 2.5 3.4 11.0 3.4 11.9 12.7 14.4 6.8 0.8 36.4 5.1 118

 紙・印刷 8.9 19.7 2.8 19.3 2.4 7.3 23.1 6.3 17.6 16.2 27.2 16.0 1.6 34.5 3.4 507

 材料・部品［非金属］ 22.9 6.7 8.8 25.3 5.5 14.0 29.6 7.0 22.9 20.4 27.1 11.9 1.2 26.8 2.4 328

 材料・部品［金属］ 14.4 2.7 7.6 26.7 2.7 8.4 24.8 5.1 18.3 16.4 14.2 10.3 1.0 34.7 6.8 487

 一般・精密機械 24.2 5.6 23.4 37.9 4.0 11.8 29.0 8.3 20.4 18.8 25.0 9.9 0.5 27.7 1.3 372

 電機・電子 32.0 3.7 34.0 23.4 7.8 5.7 36.9 9.0 24.2 23.0 24.6 13.5 0.8 19.7 1.6 244

 その他 23.3 12.2 7.8 27.8 5.6 5.6 20.0 7.8 14.4 17.8 25.6 11.1 0.0 27.2 3.9 180

 1～3人 9.1 6.2 4.4 17.8 1.6 2.4 10.6 2.2 6.6 2.9 10.5 6.5 0.8 52.7 5.3 1162

 4～9人 18.7 10.6 11.9 33.3 3.5 9.8 31.4 5.5 23.5 14.7 20.3 12.6 1.5 17.2 3.7 748

 10～20人 31.0 11.8 18.6 33.3 6.2 13.4 45.4 11.1 34.3 38.2 42.2 17.3 1.6 7.8 1.6 306

 21～50人 39.8 10.2 25.5 27.6 9.2 18.4 49.0 15.3 40.8 54.1 44.9 20.9 1.5 3.1 0.5 196

 51～99人 39.5 10.5 28.9 35.5 13.2 30.3 51.3 18.4 38.2 46.1 61.8 26.3 0.0 0.0 3.9 76

 100人以上 48.5 10.3 22.1 29.4 17.6 29.4 44.1 29.4 39.7 66.2 66.2 44.1 0.0 0.0 0.0 68

 50歳未満 27.1 13.7 14.5 32.9 6.7 14.5 32.2 11.0 27.1 27.8 31.0 19.6 2.0 11.0 2.7 255

 50歳代 21.1 10.9 12.7 29.2 5.0 9.3 31.2 7.3 24.3 23.1 26.2 13.1 1.6 21.5 2.8 740

 60歳代 19.7 8.0 11.2 25.7 3.6 10.1 25.7 6.5 20.1 16.6 23.3 15.0 0.3 32.6 2.5 725

 70歳以上 13.8 5.6 8.5 21.1 3.1 5.0 19.5 4.7 12.1 10.2 17.0 6.9 1.2 41.5 6.2 852

 1950年以前 23.0 11.0 10.6 34.0 7.1 16.0 35.1 9.9 27.0 28.4 32.6 17.4 1.1 17.7 4.3 282

 1951～1960年 17.4 6.8 12.5 28.8 3.5 12.0 29.1 6.0 24.2 19.0 25.5 14.9 1.1 23.9 4.9 368

 1961～1970年 17.4 6.8 12.1 27.2 4.2 9.1 27.0 6.8 18.5 18.0 19.8 10.8 0.9 34.6 3.6 529

 1971～1980年 16.1 8.3 10.8 24.2 3.3 7.8 22.5 6.1 18.6 15.8 18.6 13.1 1.1 32.8 3.9 360

 1981～1990年 16.6 8.2 9.8 23.7 5.2 7.6 24.3 6.3 19.1 16.9 22.9 8.4 1.6 33.5 4.4 367

 1991～2000年 16.5 11.5 8.3 18.3 2.3 4.6 23.4 5.5 19.3 14.2 19.7 12.4 1.4 33.9 3.7 218

 2001～2010年 29.3 10.1 16.0 21.8 2.1 4.8 25.0 6.4 14.4 13.8 26.1 11.7 1.1 26.6 2.1 188

 2011年以降 24.9 13.6 11.2 23.7 5.9 4.1 19.5 5.3 14.2 14.8 23.7 11.8 1.2 27.8 1.8 169
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２ 人材育成上の問題点 

人材育成上の問題点（複数回答）は、「時間がとれない」（21.1％）が最も高く、「教える側の人材・ノウハ

ウ不足」（16.4％）、「育成コストが負担」（15.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「時間がとれない」（27.6％）、「育成コストが負担」（19.0％）、

「人材が定着しない」（22.4％）が高く、電機・電子は「技術が陳腐化する」（6.6％）、「対象人材に意欲がな

い」（12.3％）、「教える側の人材・ノウハウ不足」（24.6％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「育成コストが負担」（23.5％）、

「育成方法が分からない」（14.7％）、「人材が定着しない」（45.6％）が高い。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は「時間がとれない」（30.6％）が３割を超える。 

創業時期別にみると、他の創業時期に比べて 1950年以前と回答した企業は「時間がとれない」（26.6％）、

「人材が定着しない」（18.1％）、「教える側の人材・ノウハウ不足」（26.2％）が高い。2011年以降と回答した

企業は「育成コストが負担」（21.3％）が２割を超える。 
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図表Ⅱ-３-２５ 人材育成上の問題点 
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無
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  ｎ

21.1 15.3 6.4 2.9 12.9 9.7 16.4 14.4 1.0 37.7 4.2 2,590

 食品・飲料 27.6 19.0 7.8 4.3 22.4 12.1 17.2 7.8 0.9 31.0 4.3 116

 衣料・身の回り品 10.9 16.2 4.4 0.9 13.5 6.6 9.6 19.7 0.4 44.5 3.9 229

 住宅・建物 15.3 16.1 5.1 4.2 11.0 11.0 5.1 16.1 0.8 41.5 5.1 118

 紙・印刷 20.9 15.2 6.5 3.0 9.9 6.1 15.8 14.8 1.2 40.4 3.9 507

 材料・部品［非金属］ 23.8 15.9 7.9 2.1 14.6 10.4 21.0 12.5 0.3 33.5 2.1 328

 材料・部品［金属］ 19.3 13.3 6.2 1.8 12.9 9.7 13.1 14.8 0.8 40.9 7.4 487

 一般・精密機械 26.9 15.1 8.1 3.5 12.1 12.1 18.3 13.2 1.3 36.6 2.7 372

 電機・電子 22.5 15.6 4.5 6.6 11.1 12.3 24.6 15.6 1.2 28.3 2.9 244

 その他 17.8 13.9 6.1 1.1 16.7 11.7 17.2 13.9 2.8 39.4 3.9 180

 1～3人 12.3 10.3 2.9 1.4 5.2 4.0 3.8 17.6 0.7 56.1 4.9 1162

 4～9人 26.6 19.7 6.8 3.7 13.5 10.3 14.6 14.6 1.3 29.7 4.8 748

 10～20人 28.8 19.0 13.1 4.6 21.9 18.0 33.3 10.5 2.0 17.3 2.0 306

 21～50人 29.6 16.8 10.7 4.1 27.0 24.0 46.9 9.2 1.5 12.2 1.0 196

 51～99人 38.2 18.4 10.5 9.2 25.0 14.5 50.0 2.6 0.0 10.5 6.6 76

 100人以上 33.8 23.5 14.7 0.0 45.6 11.8 45.6 4.4 0.0 8.8 1.5 68

 50歳未満 30.6 23.5 11.8 2.4 20.8 13.3 24.7 12.5 2.0 21.2 2.4 255

 50歳代 24.7 19.3 7.8 2.7 16.9 11.1 19.3 17.0 0.8 29.2 3.1 740

 60歳代 20.7 14.5 5.5 3.6 11.6 9.8 17.8 14.3 1.0 40.8 2.5 725

 70歳以上 15.6 9.7 4.2 2.5 8.3 6.9 10.0 12.7 1.1 47.7 7.0 852

 1950年以前 26.6 16.0 7.8 2.1 18.1 9.9 26.2 12.1 1.4 30.1 4.3 282

 1951～1960年 17.1 11.7 10.6 3.3 14.1 12.2 20.1 14.4 1.1 32.1 4.1 368

 1961～1970年 21.0 17.2 6.4 4.2 11.9 10.2 15.3 14.7 1.1 39.5 2.8 529

 1971～1980年 19.7 15.3 6.4 3.3 13.1 11.1 15.6 12.8 1.1 36.9 4.4 360

 1981～1990年 22.9 11.4 4.4 2.2 10.9 9.0 13.9 13.9 0.8 42.0 7.4 367

 1991～2000年 19.3 17.0 2.3 2.8 13.3 6.4 11.9 16.5 0.9 42.2 3.2 218

 2001～2010年 22.3 17.6 4.3 3.2 11.7 8.5 16.5 13.3 1.1 38.8 2.7 188

 2011年以降 23.7 21.3 6.5 0.6 14.8 7.7 10.7 17.8 0.6 35.5 2.4 169

 今回調査（全体）

業

種
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業
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別
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（複数回答：％）
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３ 熟練技能者の退職（技能継承の問題）への対応 

熟練技能者の退職（技能継承の問題）への今後の対応（複数回答）は、「若手へ技能継承」（30.8％）が最も

高く、「技能者の雇用延長・再雇用」（25.3％）、「技能者の中途採用」（18.0％）の順で続く。なお、「何もしな

い・必要なし」（42.8％）は４割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「技能のマニュアル化」（25.0％）が高く、電機・電子は

「若手へ技能継承」（38.5％）、「技能者の雇用延長・再雇用」（36.9％）、「技能者の中途採用」（28.3％）、「知

識のデータベース化」（18.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「若手へ技能継承」、「技能のマニュアル化」が高くな

る傾向がみられる。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は「若手へ技能継承」（47.5％）が５割程度である。 

創業時期別にみると、1950年以前と回答した企業は「若手へ技能継承」（47.2％）が５割程度である。 
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図表Ⅱ-３-２６ 熟練技能者の退職（技能継承の問題）への対応 
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  ｎ

30.8 25.3 18.0 13.9 5.6 7.5 2.4 1.1 42.8 5.4 2,590

 食品・飲料 35.3 28.4 17.2 25.0 2.6 11.2 0.9 0.9 37.1 5.2 116

 衣料・身の回り品 25.3 20.1 11.8 4.8 1.7 3.1 0.0 1.3 52.0 5.7 229

 住宅・建物 22.0 16.9 17.8 5.1 4.2 1.7 2.5 0.8 52.5 8.5 118

 紙・印刷 22.5 20.9 15.0 13.8 1.2 8.5 2.2 1.2 48.5 6.1 507

 材料・部品［非金属］ 36.9 30.5 20.7 18.0 3.7 6.1 2.1 0.9 41.2 2.7 328

 材料・部品［金属］ 29.2 23.0 16.2 11.7 9.9 6.6 2.5 1.0 40.2 10.1 487

 一般・精密機械 36.8 28.8 20.7 15.9 12.1 6.7 4.8 1.6 39.2 3.0 372

 電機・電子 38.5 36.9 28.3 19.3 4.9 18.0 1.6 0.8 30.3 1.6 244

 その他 33.9 20.6 15.0 10.0 5.0 4.4 2.8 1.1 46.7 3.3 180

 1～3人 9.6 6.5 4.7 3.2 2.7 2.6 0.9 1.0 70.7 7.5 1162

 4～9人 35.0 27.7 20.6 13.4 5.9 8.0 1.6 1.2 30.1 5.1 748

 10～20人 55.9 49.0 40.5 26.8 9.2 14.4 3.9 1.3 10.1 2.3 306

 21～50人 65.8 64.3 35.2 38.3 11.2 17.3 6.6 1.0 5.1 2.0 196

 51～99人 76.3 61.8 40.8 40.8 9.2 15.8 6.6 1.3 0.0 2.6 76

 100人以上 80.9 64.7 41.2 47.1 13.2 16.2 13.2 1.5 4.4 0.0 68

 50歳未満 47.5 32.5 23.9 25.5 10.6 13.3 5.5 0.8 22.0 3.9 255

 50歳代 36.5 28.4 19.9 15.4 6.5 10.1 2.7 0.9 36.1 4.3 740

 60歳代 28.8 27.7 18.5 15.2 4.4 7.2 2.5 1.1 47.6 2.9 725

 70歳以上 22.8 18.5 14.2 8.0 4.3 3.8 1.2 1.4 50.7 8.7 852

 1950年以前 47.2 34.4 22.7 24.5 8.2 10.3 3.5 0.7 29.4 3.9 282

 1951～1960年 34.8 29.6 20.1 17.4 4.6 8.2 3.3 1.1 38.6 5.2 368

 1961～1970年 30.1 27.2 18.0 11.7 7.9 6.2 2.5 2.1 44.8 4.0 529

 1971～1980年 28.1 28.1 16.1 12.5 6.4 7.2 2.5 0.8 44.2 6.4 360

 1981～1990年 30.0 21.5 18.3 11.4 4.9 6.8 1.4 1.1 42.0 6.3 367

 1991～2000年 21.6 18.3 17.0 11.9 5.0 9.2 2.8 1.4 49.1 7.3 218

 2001～2010年 31.9 22.9 17.6 14.4 2.1 6.4 1.6 0.0 44.1 3.7 188

 2011年以降 26.0 15.4 17.8 9.5 2.4 8.9 1.8 0.6 49.1 2.4 169
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４ 技能継承問題の解決の見通し 

技能継承問題の解決の見通しは、「概ね解決できる」（43.6％）が最も高く、「わからない」（34.1％）、「解決

できる見込みはない」（13.2％）の順で続く。 

業種別みると、他の業種に比べて食品・飲料は「概ね解決できる」（52.2％）が高く、住宅・建物は「わか

らない」（39.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「解決できる見込みはない」が高くなる傾向がみられ、

１～３人と回答した企業は「解決できる見込みはない」（20.9％）が２割を超える。 

創業時期別にみると、他の創業時期に比べて 1950年以前と回答した企業は「解決できる」（8.5％）が高く、

2011年以降と回答した企業は「解決できる見込みはない」（19.5％）が高い。 
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図表Ⅱ-３-２７ 技能継承問題の解決の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）熟練技能者の退職（技能継承の問題）への対応（図表Ⅱ-３-２６）で「若手への技能継承」、「技能者の雇用延長・再雇用」、

「技能者の中途採用」、「技能のマニュアル化」、「NC、MC機械等の活用」、「知識のデータベース化」、「教育訓練機関の活

用」、「その他」とした企業のみを集計。 
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    n
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